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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第43期 第44期 第45期 第46期 第47期

決算年月 2018年３月 2019年３月 2020年３月 2021年３月 2022年３月

売上高 （千円） 4,386,699 4,670,779 4,609,421 4,257,859 4,614,725

経常利益 （千円） 477,209 596,749 616,172 653,622 777,906

当期純利益 （千円） 277,929 385,960 398,572 417,405 512,334

持分法を適用した場合の投資

利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 831,413 831,413 831,413 831,413 831,413

発行済株式総数 （株） 4,558,860 4,558,860 4,558,860 4,558,860 4,558,860

純資産額 （千円） 3,854,959 3,635,396 4,381,469 4,659,510 5,200,131

総資産額 （千円） 6,145,174 5,858,562 6,744,633 6,962,332 7,571,515

１株当たり純資産額 （円） 922.23 985.41 1,047.77 1,138.21 1,245.93

１株当たり配当額
（円）

12.50 15.00 15.00 15.00 25.00

(うち１株当たり中間配当額) (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額 （円） 66.49 98.57 97.09 100.63 126.39

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 62.7 62.1 65.0 66.9 68.7

自己資本利益率 （％） 7.4 10.3 9.9 9.2 10.4

株価収益率 （倍） 10.54 9.97 9.41 10.15 7.95

配当性向 （％） 18.8 15.2 15.5 14.9 19.8

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 337,884 425,399 678,181 591,249 604,363

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △265,926 △19,863 △52,203 △117,163 △141,187

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △77,322 △647,959 385,760 △194,611 △31,255

現金及び現金同等物の期末残

高
（千円） 856,467 612,763 1,624,245 1,903,770 2,336,787

従業員数
（人）

158 159 163 154 149

[外、平均臨時雇用者数] ［－］ ［－］ ［－］ ［－］ ［－］

株主総利回り （％） 102.8 145.6 137.8 155.4 156.7

（比較指標：JASDAQスタン

ダード）
（％） (132.3) (115.5) (101.4) (144.1) (126.0)

最高株価 （円） 877 1,198 2,047 1,209 1,678

最低株価 （円） 545 631 681 827 935

　（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．当社は、「株式給付信託（J-ESOP）」、「株式給付信託（BBT）」を導入しております。本制度の導入に伴

い、当該信託口が保有する当社株式を１株当たり当期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において
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控除する自己株式に含めており、また、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自

己株式数に含めております。

４．最高株価及び最低株価は、東京証券取引所JASDAQ（スタンダード）におけるものであります。

５．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準29号　2020年３月31日）等を当事業年度の期首から適用して

おり、当事業年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっており

ます。

 

２【沿革】

年月 事項

1975年５月 新しい製品の開発を主旨として、資本金3,000万円で株式会社ドムスヤトロンを設立（現　カイ
ノス）。

1975年７月 株式会社カイノスへ商号変更、本社を東京都文京区へ移転。
1975年８月 板橋工場（東京都板橋区）設置。
1978年８月 伊東研究所を新設。
1984年４月 板橋工場を廃止し、生産拠点を静岡工場（静岡県富士市）へ移転。
1987年８月 配送センター（東京都千代田区）を設置。
1987年11月 本社を東京都文京区湯島に移転。
1993年８月 静岡工場を廃止し、生産拠点を笠間工場（茨城県笠間市）へ移転し、生化学及び免疫検査試薬

の生産を開始。
1994年５月 配送センターを茨城県笠間市に移転。
1995年10月 本社を現在の東京都文京区本郷へ移転。
1995年12月 日本証券業協会に株式を店頭登録。
1996年２月 笠間研究所（茨城県笠間市）を新設。
2000年６月 ＩＳＯ９００１の認証を取得。
2004年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。
2006年３月

2006年５月

2006年６月

笠間配送センターを移設。

ＩＳＯ１３４８５の認証を取得。

笠間工場増設工事完成。
2010年４月

 
2013年７月

 
2018年１月
2022年４月

ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所JASDAQ（東京証券
取引所　JASDAQ（スタンダード）(事業年度末現在)）に上場。
東京証券取引所と大阪証券取引所の統合に伴い、東京証券取引所JASDAQ（スタンダード）
（事業年度末現在）に上場。
伊東研究所を廃止。
　東京証券取引所の市場区分再編に伴い、JASDAQ（スタンダード）からスタンダード市場
に移行。
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３【事業の内容】
　当社は、体外診断用医薬品等の臨床検査薬及び医療機器等の製造、販売を主な内容として事業を営んでおります。
なお、当社は子会社及び関連会社を有していないため企業集団の状況については記載を行っておりません。

　（関連当事者との取引）

　当社との間で継続的で緊密な事業上の関係がある関連当事者は、旭化成ファーマ株式会社であり、関係を図示しま
すと次のとおりであります。

４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の所有割合又は

被所有割合（％）
関係内容

（その他の関係会社）

旭化成ファーマ(株)

（注）

－ － － － －

（注）その他の関係会社である旭化成ファーマ（株）の状況については、「第５　経理の状況　１　財務諸表等

（１）財務諸表　注記事項（関連当事者情報）」に記載しているため、記載を省略しております。

 

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

   2022年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

149 45.9 15.1 6,683,886

　（注）１．従業員数は就業人員（常用パート及び嘱託契約社員を含む）であります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 

(2）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

本項目における計画、戦略、見通し及び方針等の将来に関する事項は、当事業年度末現在において判断したもので

あります。

 

(1）会社の経営の基本方針

当社は創業以来、体外診断用医薬品の製造販売会社として「医療への貢献を目指し、医療現場へのサービス向上

と充実を目指した経営」に取り組んでまいりました。

世界中を巻き込んだコロナ禍を経て、臨床検査薬業界全体も新たな動きが始まりましたが、当社でも2022年４月

に五代目になる社長が誕生し、経営の若返りと共に幅を広げるための体制を築きました。そして従前の技術から選

別したものをAI技術と組み合わせる事などで、差別化や個別化の可能性を念頭に研究開発を継続し、医療現場の

ニーズに応えるべく独創的且つ高品質な製品供給を継続してまいります。

 

(2）目標とする経営指標

当社は収益面での経営指数を重視しておりますので、売上高を伸ばしながら、かつ継続的な原価低減に努め、営

業利益率、経常利益率を高めることで高収益企業として成長し続けてまいります。

 

(3）中長期的な会社の経営戦略、会社の対処すべき課題

（中長期的な会社の経営戦略）

医療業界では、少子高齢化の進行や人口減少に伴う労働力の減少に加え、医療費抑制に向け医療制度等の改革が

求められ各医療機関では厳しい経営環境が続いてきました。臨床検査薬業界におきましても、国内検査各分野とも

成熟・飽和に達し、市場全体ではほぼ横ばいで推移しています。その中で世界的感染拡大が続く新型コロナウイル

ス及びその変異株の検査をはじめ、臨床検査の役割と社会貢献は変わりません。

当社は、医療業界の中の体外診断用医薬品製造販売会社として、臨床検査試薬・機器の開発から製造・販売まで

一括した業務形態で担っています。臨床検査が占める役割と価値を認識し、医療現場のニーズと市場動向を分析

し、独創的な製品開発を実施し、世の中に提供し続けます。生活習慣病等の予防医学領域における早期診断や治療

に役立つ臨床検査試薬が希求される中、当社は既存の臨床検査試薬・機器事業の拡充と共に、ユニークな診断薬の

開発・製造販売を目指します。また、国内外に事業展開する提携企業各社との協業強化による製品開発及び供給を

通じて事業拡大につなげてまいります。

 

（会社の対処すべき課題）

国内市場が飽和しつつある厳しい環境の下でシェアを獲得するには、生活習慣病の予防医学領域等早期診断や治

療に役立つ優れた製品の拡充が必須であります。

新型コロナウイルス感染症拡大による当社経営成績への影響は、「３ 経営者による財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況の分析 ①経営成績の状況」に記載のとおり、当事業年度では殆ど認められませんでし

た。ワクチン接種が進む一方で、新たな変異ウイルスによる感染拡大もあり、依然医療機関への訪問規制や通常検

体検査数の減少等が認められましたが、その影響は軽微と予想しています。感染が終息していない現状において、

今後も当社経営成績への影響については継続して慎重に見極め、検査薬企業として感染症対策の一翼を担うべく、

医療機関に貢献する製品の提供を継続してまいります。

研究開発活動面では、生化学・免疫検査試薬の更なる性能・操作性改良に努め、遺伝子治療等の先端的医療に貢

献する検査試薬や、NASBA法等の遺伝子増幅技術を駆使した遺伝子検査試薬の開発などを推進してまいります。

生産活動面におきましては、QSR（米国品質システム規制）に準拠したQMS（国内品質基準）の下、高品質で安定

した製造体制を維持し、継続した生産効率改善及び原価低減に努めてまいります。

営業・学術活動面におきましては、コロナ禍で新たに培われたオンライン手法等を活用し、生化学・免疫・輸血

検査製品の拡販に注力してまいります。

今後も、総合的に投資効率を高め、各種法令を遵守するとともに、内部統制システムとコンプライアンス体制の

強化に努め、収益力の安定と拡大を目標に市場の動向や顧客ニーズを的確に捉えた事業展開を行い、当社の企業活

動に関するステークホルダーへの利益還元と継続的な信頼関係を構築し、企業の社会的責任を果たしてまいりま

す。
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２【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、本項目における将来に関する事項は、当事業年度末現在において入手可能な情報に基づく当社の判断や予想

によるものであります。

(1）事業に係る法的規制リスク

　当社の事業は、国内外において各国の薬事関連規則等を遵守しております。特に体外診断用医薬品及び医療用分

析機器につきましては、開発、製造、輸入及び使用の各段階において種々の承認や許可及び監視制度が設けられて

います。ロット間差のある原料等の受入検査実施等、厳格な品質管理体制を構築し、高品質の製品供給に努めてお

りますが、これらの薬事関連規則等の改訂により当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(2）体外診断用医薬品の研究開発及び販売市場の変化に係るリスク等

　研究開発が予定通りに進行しなかった場合、或いは治験段階において新製品の候補品が期待通りの安定した反応

を示さなかった場合には、開発期間の延長や中断及び中止を行う場合があります。

　また、主要な製品商品について他社から画期的なものが発売された場合、或いは診療報酬の改定の内容によって

は当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(3）為替変動に係るリスク等

　免疫や遺伝子関連における主要な原料、特に輸血検査関連製品は、為替相場の変動により業績に不利な影響を受

ける可能性があります。これらの取引に対し、為替予約等によるヘッジ策を講じていますが、これにより完全に為

替相場の変動によるリスクが回避される保証はありません。

(4）ライセンスに係るリスク等

　当社の扱う製品の一部は、他社の開発した製品の開発、製造、販売等のライセンスを与えられているため、当社

の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(5）資産保有に係る価格変動のリスク

　当社の営業活動に関連して不動産、有価証券等の資産を保有していることにより、時価の変動が事業に影響を及

ぼす可能性があります。

(6）棚卸資産の評価損に係るリスク

　検査機器等は、販売頻度が少なく、期末前後の販売実績に基づく価額を判断することが困難な場合や、販売価額

の変動が大きい場合があるため、正味売却価額は期末付近の合理的な期間の平均的な売価を基礎として算定してお

ります。但し、正味売却価額の算定は見積りの不確実性が高く、市況等によって販売価額が変動することにより、

翌事業年度以降の業績及び財務状況に影響を与える可能性があります。

 

(7）その他

　金利の変動や戦争或いは政変等による各国の経済状況の悪化は、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要

　当事業年度における当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下、「経営成績等」という。）の状

況の概要は次のとおりであります。

　①経営成績の状況

　当事業年度における我が国経済は、新型コロナウイルスにより9月末まで緊急事態宣言の発令と解除が繰り返さ

れ、その後にオミクロン株の感染拡大も有り未だ収束には至らず、2022年２月末にはウクライナ問題が発生し、原

材料の入手難や価格高騰に為替変動と依然として先行きは不透明な状態が続いております。

　臨床検査薬業界においては、感染予防に伴う医療機関への外来・入院患者の減少や訪問規制等による営業活動制

限といった影響が見受けられたものの、診断・治療等に欠かせない検査需要に変化はなく、急成長した新型コロナ

ウイルス検査市場をはじめ、臨床的に有用な検査の継続的な供給が求められています。

　このような状況の中、当社は基幹領域に注力しました。また、営業・学術活動の制限に伴い販管費が大幅に減少

しました。生化学検査分野は堅調に推移し23億３百万円(前期比7.8％増)、免疫検査分野では輸血検査試薬及び腫

瘍マーカー試薬等が順調に推移し20億９千５百万円（前期比10.5％増）となりました。また、その他の分野は２億

１千６百万円（前期比3.7％減）となり、当事業年度における売上高は、46億１千４百万円（前期比8.4％増）とな

りました。

　営業利益は、７億４千７百万円（前期比18.3％増）、経常利益は、７億７千７百万円（前期比19.0％増）、当期

純利益は、５億１千２百万円（前期比22.7％増）となりました。
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　②財政状態の状況

　当事業年度末における資産合計は、75億７千１百万円となり、前事業年度末と比べ６億９百万円の増加となりま

した。流動資産は、46億９千万円となり、前事業年度末と比べ６億３千２百万の増加となりました。その主な要因

は、現金及び預金が４億３千３百万円、売掛金が１億円、棚卸資産が７千１百万円増加したこと等によります。固

定資産は28億８千１百万円となり、前事業年度末と比べ２千３百万円の減少となりました。その主な要因は、固定

資産の取得により１億３千万円増加し、減価償却の進捗に伴い１億５千万円が減少したことによります。

　当事業年度末における負債合計は、23億７千１百万円となり、前事業年度末と比べ６千８百万円の増加となりま

した。その主な要因は、リース債務が３千４百万円、未払金が２千３百万円、未払消費税等が２千万円減少し、買

掛金が９千６百万円、未払法人税等が５千８百万円増加したこと等によります。

　当事業年度末における純資産合計は、52億円となり前事業年度末と比べ５億４千万円の増加となりました。その

主な要因は、自己株式の取得により１億５千８百万円、配当金の支払いにより６千５百万円減少し、当期純利益５

億１千２百万円の計上、自己株式の売却により２億５千万円増加したこと等によります。

 

　③キャッシュ・フローの状況

　当事業年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)の残高は23億３千６百万円となり、前事業年度

末と比べ４億３千３百万円増加いたしました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

 

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動は、６億４百万円の資金の増加（前事業年度は５億９千１百万円の増加）となりました。その主な要因

は、税引前当期純利益７億６千７百万円、減価償却費１億５千万円等により増加し、売上債権の増加１億２千３百

万円、法人税等の支払い２億１千６百万円等により減少したことによります。

 

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動は、１億４千１百万円の資金の支出（前事業年度は１億１千７百万円の支出）となりました。その主な

要因は、製造設備を中心とした固定資産の取得による支出１億４千１百万円等によります。

 

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動は、３千１百万円の資金の支出（前事業年度は１億９千４百万円の支出）となりました。その主な要因

は、自己株式の売却による収入２億５千万円、自己株式の取得による支出１億５千８百万円、配当金の支払い６千

５百万円等によります。
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　④生産、受注及び販売の実績

　(1）生産実績

　　当事業年度の生産実績は、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額(千円) 前期比（％）

臨床検査薬の製造及び販売事業 4,072,548 112.1

　　（注）当事業年度の生産実績を検査分野別に示すと、次のとおりであります。

検査分野別
当事業年度

（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

前期比（％）

生化学検査試薬（千円） 2,302,877 112.7

免疫検査試薬（千円） 1,570,248 109.8

その他（千円） 199,422 124.1

合計（千円） 4,072,548 112.1

　金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

 
　(2）商品仕入実績
　　当事業年度の商品仕入実績は、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額(千円) 前期比（％）

臨床検査薬の製造及び販売事業 613,683 117.7

　　（注）当事業年度の商品仕入実績を検査分野別に示すと、次のとおりであります。

検査分野別
当事業年度

（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

前期比（％）

生化学検査試薬（千円） 66,591 167.9

免疫検査試薬（千円） 503,578 113.4

その他（千円） 43,513 115.2

合計（千円） 613,683 117.7

　１．金額は仕入価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

　２．生化学検査試薬の検査分野に著しい変動がありました。これは、主に感染症検査試薬の仕入の増加によるもの

であります。

 

　(3）受注実績

　当社は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。

 

　(4）販売実績

　　当事業年度の販売実績は、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額(千円) 前期比（％）

臨床検査薬の製造及び販売事業 4,614,725 108.4

　　（注）当事業年度の販売実績を検査分野別に示すと、次のとおりであります。

検査分野別
当事業年度

（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

前期比（％）

生化学検査試薬（千円） 2,303,262 107.8

免疫検査試薬（千円） 2,095,236 110.5

その他（千円） 216,226 96.3

合計（千円） 4,614,725 108.4

　１．金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

　２．最近２期の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前事業年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当事業年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

アルフレッサ株式会社 518,813 12.2 518,061 11.2

東邦薬品株式会社 500,336 11.8 538,303 11.7
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(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。なお、

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において判断したものであります。

 

①重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　当社の財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成されておりま

す。この財務諸表の作成にあたっては、決算日現在における資産・負債並びに会計期間における収益・費用に影

響を与える事象に対し、当社の確かな見込み及び合理的な一定の前提による判断によって見積り及び仮定を行っ

ている部分があります。これらの見積り及び仮定については、継続して評価を行っており、また必要に応じて見

直しを行っておりますが、見積り及び仮定には不確実性がともなうため、実際の結果は、これらとは異なる可能

性があります。財務諸表の作成に当たって用いた会計上の見積り及び仮定のうち、重要なものは以下のとおりで

あります。

（繰延税金資産）

　繰延税金資産については、将来の利益計画に基づいて課税所得を見積り、回収可能性があると判断した将来減

算一時差異について計上しております。なお、当課税所得を見積るにあたって、前提とした条件や仮定に変更が

生じ、これが減少した場合、繰延税金資産が減額され、税金費用が計上される可能性があります。実際の結果

は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

（棚卸資産の評価）

　検査装置等は販売頻度が少なく、期末前後の販売実績に基づく価額を把握することが困難な場合や、販売価額

の変動が大きい場合があるため、正味売却価額は期末付近の合理的な期間の平均的な売価を基礎として算定して

おり、一定の仮定を設定しております。正味売却価額の算定は見積りの不確実性が高く、市況等によって実際の

販売価額が変動することにより、翌事業年度以降の財務諸表に重要な影響を与える可能性があります。

 

　なお，新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う影響は終息の見通しが依然困難な状況にあるものの、当社の事

業活動及び業績への影響は軽微であることから、本財務諸表における重要な会計上の見積り及び仮定の変更は見

込んでおりません。

 

②当事業年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

　当事業年度の業績につきましては、売上高を検査分野別で見ると、生化学検査分野は、堅調に推移し23億３百

万円(前期比7.8％増）、免疫検査分野は、20億９千５百万円(前期比10.5％増）となりました。また、その他の

分野は、２億１千６百万円（前期比3.7％減）となりました。

　なお、前事業年度及び当事業年度に係る製品・商品の売上構成は下記に示したとおりであります。

区分

前事業年度
（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当事業年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

製品

生化学検査試薬 2,074,813 48.7 2,213,037 48.0

免疫検査試薬 1,392,957 32.7 1,545,771 33.5

その他 222,917 5.2 214,742 4.7

計 3,690,687 86.7 3,973,550 86.1

商品

生化学検査試薬 61,781 1.5 90,225 2.0

免疫検査試薬 503,785 11.8 549,465 11.9

その他 1,603 0.0 1,484 0.0

計 567,171 13.3 641,175 13.9

合計

生化学検査試薬 2,136,595 50.2 2,303,262 49.9

免疫検査試薬 1,896,742 44.5 2,095,236 45.4

その他 224,521 5.3 216,226 4.7

計 4,257,859 100.0 4,614,725 100.0

　（注）　金額には消費税等は含まれておりません。
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当社は、流動性資金を安定的に確保するための基本方針として、年次資金計画に基づき、事業運営のために必

要な資金（主に銀行借入）を調達しております。また、一時的な余剰資金は安全性の高い金融資産で運用し、現

金及び現金同等物の十分な流動性を確保しながら、事業継続と将来に向けた事業の拡大のため、効率的に資本を

投下、運用していくことが経営課題であると認識しております。

 

　経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等につきましては、営業利益率と経常利益率としてお

ります。当事業年度の営業利益率は、前事業年度と比べ1.3％増の16.2％となりました。経常利益率につきまし

ては、前事業年度と比べ1.5％増の16.9％となりました。なお、増加要因につきましては、「第２事業の状況　

３経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況分析　①経営成績の状況」に記載のとおりで

す。

③経営成績に重要な影響を与える要因について

　当社の経営成績に重要な影響を与える要因といたしましては、診療報酬改定をはじめとした国の医療保険制度

改革や医療機関の経営合理化による医療費引き下げ等の外的要因による収益の変動が考えられます。

 

④戦略的現状と見通し

　臨床検査薬業界におきましては、新型コロナウイルス感染症が終息しない現状から病院施設への訪問規制は依

然続いていますが、当社におきましては、コロナ禍で培ったリモート面談やウェブセミナー等を活用する新しい

営業・学術活動を駆使し、変化する顧客ニーズに迅速に対応し、引き続き生化学検査と輸血を含む免疫検査分野

を中心に、医療に必要とされる体外診断用医薬品並びに医療機器の安定した供給とその拡販に注力してまいりま

す。

 

⑤経営者の問題認識と今後の方針について

　当社の経営陣は、現在の臨床検査薬業界における市場の動向や事業環境の変化及び資金調達環境等、日々変化

する情報を可能な限り迅速に入手できる体制を整備し、最善の経営方針と意思決定を行えるように努めておりま

す。

　当社は、体外診断用医薬品の製造販売会社として、臨床検査試薬・機器の開発から生産・販売を通じ、「医療

への貢献を目指し、医療現場へのサービス向上と充実を目指した経営」に取り組んでまいりました。現代医療に

おける臨床検査は、診断と医療だけでなく医療費適正化の観点からも早期確定が求められており、当社の役割は

益々大きくなってまいります。臨床検査業界自体が新たな流れを生み出すなか、医療現場のニーズに応えるべく

独創的な製品開発と高品質な製品供給に努めてまいります。

　臨床検査薬業界における市場環境は、今後も診療報酬改定等の医療費抑制政策や価格競争等の影響により厳し

さを増していくものと予想しております。当社におきましては、市場の動向や顧客ニーズに対応した魅力ある製

品の開発に努めるとともに、経営効率の改善による財務体質の強化に引き続き注力し、収益性の高い開発型企業

を目指してまいります。
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４【経営上の重要な契約等】

(1）技術の提携

相手先 契約の内容 契約期間

日本化薬株式会社 「診断薬」の研究開発業務提携に関する契約

1987年６月１日から

1990年５月31日まで

以降１年ごとの自動更新

有限会社山口ティー・エル・オー 肺炎球菌遺伝子検出技術の独占的通常実施権許諾に関する契約
2010年５月31日から特許が消

滅するまで継続

シスメックス株式会社 化学発光酵素免疫装置専用試薬の委託開発に関する契約
2020年４月１日から

2022年８月31日まで

 

(2）仕入・販売の提携

相手先 契約の内容 契約期間

日本化薬株式会社 「ラナ1,5AGオート」の売買に関する契約

1993年９月21日から

1994年11月30日まで

以降１年ごとの自動更新

積水メディカル株式会社 「アクアオートカイノスＴＢＡ試薬」の売買に関する契約

1999年４月21日から

2000年４月20日まで

以降１年ごとの自動更新

旭化成ファーマ株式会社 「胆汁酸液状試液」の売買に関する契約

1999年12月１日から

2004年11月30日まで

以降１年ごとの自動更新

株式会社ニチレイバイオサイエンス 「商品」の売買に関する契約

2002年８月１日から

2005年７月31日まで

以降１年ごとの自動更新

ミナリスメディカル株式会社 「ＦＧＦ－23測定用試薬（研究用）」のライセンス契約

2003年９月26日から

2006年９月25日まで

以降１年ごとの自動更新

シスメックス株式会社 ＨＩＳＣＬ試薬の売買に関する契約

2008年12月１日から

2011年３月31日まで

以降１年ごとの自動更新

DIAGNOSTIC GRIFOLS,S.A.

MEDION GRIFOLS DIAGNOSTICS AG

GRIFOLS INTERNATIONAL,S.A.

「輸血検査関連製品」の国内販売に関する契約

2017年４月１日から

2022年３月31日まで

以降１年ごとに自動更新

富士フイルム和光純薬株式会社 「輸血検査関連製品」の販売に関する契約

2011年９月30日から

2014年９月29日まで

以降１年ごとに自動更新

デンカ株式会社 「商品」の売買に関する契約

2019年７月１日から

2024年６月30日まで

以降１年ごとの自動更新

 

５【研究開発活動】

　当社は、医療現場の各種ニーズに応えるべく、体外診断用医薬品及び研究用試薬の早期製品化の実現に向けて設

計開発部門である開発部と研究所が主体となり研究開発を推進しております。

　当事業年度における研究開発活動としましては、新型コロナウイルス遺伝子検出試薬の製造販売承認を取得し、

上市しました。併せて新型コロナウイルスの抗原検出キット、抗体検出キットを上市し、新型コロナウイルス感染

症の検査に寄与することが期待されます。

　また、株式会社遺伝子治療研究所と引き続き遺伝子治療の効果予測や投与判断の補助とした抗AAV抗体測定試薬の

共同開発を進めております。

　従来からの基盤技術である腎機能関連検査の項目とそのキャリブレーターの改良に注力しております。

　なお、当事業年度における研究開発費の総額は144,889千円となっております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社では、医療業界における技術革新や競争の激化に対処するため、工場における製造設備の導入等を中心に

130,656千円の設備投資を実施しました。なお、有形固定資産のほか、無形固定資産への投資を含めて記載しており

ます。

２【主要な設備の状況】
2022年３月31日現在

 

事業所名

（所在地）
設備の内容

建物

（千円）

構築物

（千円）

機械及び
装置

（千円）

工具、器具
及び備品

（千円）

土地 リース

資産

(千円)

ソフトウエア

（千円）

投下資本
合計

（千円）

従業員数

（人）面積

（㎡）

金額

（千円）

笠間工場・笠間研究

所・配送センター

（茨城県笠間市）

臨床検査薬生

産設備・研究

設備・物流設

備

411,839 11,572 86,139 8,292 20,633.00 450,000 － 28,159 996,002 56

本社及び東京営業所

（東京都文京区）

全社統括業

務・販売業務

統括施設

164,621 1,209 0 23,234 314.29 1,336,539 59,771 213 1,585,588 68

札幌営業所

（札幌市北区）
販売設備 0 － － － － － － － 0 2

仙台営業所

（仙台市太白区）
販売設備 58 － － 0 － － － － 58 3

名古屋営業所

（名古屋市千種区)
販売設備 － － － 0 － － － － 0 5

大阪営業所

（大阪市東淀川区)
販売設備 － － － 3,828 － － － － 3,828 6

広島営業所

（広島市中区）
販売設備 0 － － 0 － － － － 0 4

福岡営業所

（福岡市博多区）
販売設備 0 － － 1,483 － － － － 1,483 5

静岡県伊東市土地

（静岡県伊東市）
－ － 414 － － 2,359.57 0 － － 414 －

合計 － 576,519 13,195 86,139 36,838 23,306.86 1,786,539 59,771 28,372 2,587,375 149

　（注）１．金額は帳簿価額であり、建設仮勘定は含まれておりません。

２．金額には消費税等は含まれておりません。

３．従業員数は就業人員（常用パート及び嘱託契約社員を含む）であります。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

 
②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）

（2022年３月31日)
提出日現在発行数（株）
(2022年６月17日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,558,860 4,558,860

東京証券取引所

JASDAQスタンダード

(事業年度末現在）

スタンダード市場

（提出日現在）

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であり、単

元株式数は100株であり

ます。

計 4,558,860 4,558,860 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

③【その他の新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

1995年12月４日 550,000 4,558,860 227,150 831,413 421,010 928,733

　（注）　有償一般募集

入札による募集　　　400,000株　　　　　 発行価格　　　825円　　　　　 資本組入額　　413円

入札によらない募集　150,000株　　　　　 発行価格　　1,100円　　　　　 資本組入額　　413円

（５）【所有者別状況】

       2022年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 5 19 29 17 8 2,467 2,545 －

所有株式数

（単元）
－ 3,835 994 16,959 1,045 30 22,707 45,570 1,860

所有株式数の

割合（％）
－ 8.42 2.18 37.22 2.29 0.07 49.82 100.00 －

　（注）１．自己株式109,656株は、「個人その他」に1,096単元、「単元未満株式の状況」に56株含まれております。

　　　　　　　また、「株式給付信託（J-ESOP)」及び「株式給付信託（BBT)」（所有者名義は株式会社日本カストディ

銀行（信託E口））が所有する当社株式2,755単元は「金融機関」の欄に含まれております。

２．「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が10単元含まれております。
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（６）【大株主の状況】
 

  2022年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

旭化成ファーマ株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 940 21.13

杉山　晶子 神奈川県川崎市幸区 445 10.00

光通信株式会社 東京都豊島区西池袋一丁目４番10号 327 7.35

株式会社日本カストディ銀行

（信託E口）
東京都中央区晴海一丁目８番12号 275 6.19

シスメックス株式会社
兵庫県神戸市中央区脇浜海岸通1丁目５番

1号
230 5.17

カイノス従業員持株会 東京都文京区本郷二丁目38番18号 172 3.88

株式会社エスアイエル 東京都豊島区南池袋２丁目９番９号 60 1.37

株式会社商工組合中央金庫 東京都中央区八重洲二丁目10番17号 50 1.12

日本化薬株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 50 1.12

上地　史朗 東京都葛飾区 44 0.99

計 － 2,595 58.33

 （注）１．当社は「株式給付信託（J-ESOP）」及び「株式給付信託（BBT）」の信託財産（所有者名義「株式会社日本カ

ストディ銀行（信託E口）」）275,500株は、財務諸表において自己株式として表示しておりますが、当該株

式は、当社の信託管理人の指図に従い議決権行使されるため、上記自己株式に含めておりません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2022年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ 単元株式数100株
普通株式 109,600

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,447,400 44,474 同上

単元未満株式 普通株式 1,860 － －

発行済株式総数  4,558,860 － －

総株主の議決権  － 44,474 －

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式1,000株（議決権の数10個）が含ま

れております。また、「株式給付信託（J-ESOP）」及び「株式給付信託（BBT）」の信託財産（所有者名義

「株式会社日本カストディ銀行（信託E口）」275,500株（議決権2,755個）が含まれております。

２．「単元未満株式」の欄には、自己株式56株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2022年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

　株式会社カイノス

東京都文京区本郷

二丁目38番18号
109,600 － 109,600 2.40

　　　　　計 － 109,600 － 109,600 2.40

（注）「株式給付信託（J-ESOP）」及び「株式給付信託（BBT）」の信託財産（所有者名義「株式会社日本カストディ

銀行（信託E口）」）275,500株は、財務諸表において自己株式として表示しておりますが、当該株式は、当社

の信託管理人の指図に従い議決権行使されるため、上記に含めておりません。
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（８）【役員・従業員株式所有制度の内容】

１．従業員株式所有制度の概要

（１）本制度の概要

当社は、当社の株価や業績と従業員の処遇の連動性をより高め、経済的な効果を株主の皆様と共有すること

により、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めることを目的として、従業員インセンティブ・プラ

ン「株式給付信託（J-ESOP）」（以下、「本制度」といいます。）を導入しております。

株式給付信託（J-ESOP）とは、米国のESOP（Employee Stock Ownership Plan）制度を参考にした信託型の

従業員インセンティブ・プランであり、当社株式を活用した従業員のインセンティブ・プラン制度の拡充を図

る目的を有するものをいいます。

　本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社の従業員に対して当社株式

を給付する仕組みです。当社は、従業員に対し個人の貢献度等に応じてポイントを付与し、一定の条件により

受給権の取得をしたときに当該付与ポイントに相当する当社株式を給付します。従業員に対し給付する株式に

ついては、予め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。

 

（２）従業員に給付する予定株式の総数

180,000株

 

（３）当該従業員株式所有制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

株式給付規程の定めにより財産給付を受ける権利が確定した当社の従業員

 

２．役員株式所有制度の概要

（１）本制度の概要

当社は、取締役の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、取締役が株価上昇によるメ

リットのみならず、株価下落リスクまでも株主の皆様と共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の

増大に貢献する意識を高めることを目的として、株式報酬制度「株式給付信託（BBT（＝Board Benefit

Trust））」（以下、「本制度」といいます。）を導入しております。

本制度は、予め当社が定めた役員株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした取締役に対して当社株式を

給付する仕組みです。当社は、役員株式給付規程に基づき取締役にポイントを付与し、取締役を退任した者の

うち「役員株式給付規程」に定める受益者要件を満たした者（以下、「受益者」といいます。）に対して、当

該受益者に付与されたポイント数に応じた当社株式を給付します。ただし、取締役が「役員株式給付規程」に

別途定める要件を満たす場合には、当該取締役に付与されたポイントの一定割合について、当社株式の給付に

代えて、当社株式を退任日時点の時価で換算した金額相当の金銭を給付します。取締役に対し給付する株式に

ついては、予め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。

 

（２）取締役に給付する予定株式の総数

98,000株

 

（３）当該役員株式所有制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

役員株式給付規程の定めにより財産給付を受ける権利が確定した取締役
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

     該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

取締役会（2021年11月25日）での決議状況

（取得期間　2021年11月26日）
150,000 158,100

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 150,000 158,100

残存議決株式の総数及び価額の総額 － －

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） － －

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） － －

（注）東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）により取得したものであります。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

     該当事項はありません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数
（株）

処分価額の総額
（千円）

株式数
（株）

処分価額の総額
（千円）

引き受ける者の募集を行った取得

自己株式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社

分割に係る移転を行った取得自己

株式

－ － － －

その他（第三者割当による自己株
式の処分）

230,000 250,470 － －

保有自己株式数 109,656 － 109,656 －

(注）１.当事業年度における「その他（第三者割当による自己株式の処分）」は、2022年3月14日付で実施し

たシスメックス株式会社を割当先とする第三者割当による自己株式の処分であります。

２.当期間における保有自己株式数には、2022年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未

満株式の買取り及び売渡による株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして認識しております。安定的な経営基盤の確保と株

主資本利益率の向上に努めるとともに、配当につきましても安定的な配当の継続を維持しつつ、さらに業績に応じ

積極的に株主に還元していくことを基本方針としております。また、内部留保金につきましては、事業の拡大及び

合理化のための設備投資や研究開発活動などに有効活用することを考えております。

　配当につきましては、期末配当（基準日３月31日）を基本方針とし、年１回の剰余金の配当を株主総会で決議い

たします。また、中間配当（基準日９月30日）は、取締役会の決議により行うことができる旨、定款で定めており

ます。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（千円） 1株当たり配当額(円)

2022年６月16日
111,230 25.00

定時株主総会

 

４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方
当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は以下のとおりであります。

　当社は、財務報告と業務の適正を確保するために、内部統制システムの構築と体制整備に必要な事項を定め
ております。また、内部統制システムの継続的な見直しによって、その改善を図り、効率的で適法な企業体制
を構築しております。

　当社は、従来から取締役及び監査役を社外から登用し、的確な経営の意思決定を図ることを目指して取締役
会の改革を行っております。

 
②　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社は社外監査役の意見を積極的に取り入れ、的確で迅速な意思決定とコンプライアンスの改善を図る目的
で業務監査権限を有する監査役が取締役の業務執行を監査することにより、適正な業務執行を実行するために
監査役会制度を採用しております。

　当社の取締役会は７名（うち社外取締役４名）で構成され、原則として月１回開催しており、重要事項や業
績報告及びその対策について付議しております。また、経営会議は、取締役会において決定した基本方針に基
づき、経営に関する重要事項について協議し、業務執行の全般的統制を行い、あわせて社長の経営方針を全う
しております。

経営上の意思決定及び業務全般にわたる管理運営のための諸規則に基づいて、２本部・２センター制により
事業運営の迅速化と製品の品質と安全面における事業リスクへの対応及び効率化に取り組んでおります。

　監査役会は、常勤監査役２名、非常勤監査役１名の３名で構成されており、うち２名は社外監査役でありま
す。監査役は、全ての取締役会へ出席し、さらに社内における各種会議にも積極的に参加しており取締役の職
務執行を充分に監視することができる体制になっております。
各機関の構成員は次のとおりであります（◎は議長を表す）。

役職名 氏名 取締役会 経営会議 監査役会

代表取締役会長 上地　史朗 〇 〇  

代表取締役社長 長津　行宏 ◎ ◎  

常務取締役 林　司 〇 〇  

社外取締役 菊地　謙治 〇   

社外取締役 古賀　邦彦 〇   

社外取締役 中野　伸朗 〇   

社外取締役 金川　晃久 〇   

監査役 秋元　敏彦   ◎

社外監査役 水口　啓一   〇

社外監査役 猪原　玉樹   〇

 
③　企業統治に関するその他の事項

各本部から独立した組織として、会社の営業活動における行動基準を監督するプロモーションコード委員
会、会社全体のＩＴ設備・システムを監督するコンピュータ委員会、顧客満足度の向上を獲得するための製品
の品質維持、継続的な改善体制を監督する品質システム委員会、品質に関する顧客からの問い合わせに迅速に
対応する品質保証委員会及び各本部の内部監査を行うコンプライアンスセンターなどがあり、随時充分な管理
を行う体制になっております。また、コンプライアンスの目的から弁護士などの専門家のアドバイスを随時受
けられる体制になっております。

　当社の内部統制システムといたしましては、財務報告に係る内部統制の評価と監査、法令遵守及び業務改善
を含むコンプライアンス体制の強化と改善を目的として、年間の内部統制監査計画に基づきコンプライアンス
センター及び内部統制委員会が、これを実施する体制になっております。
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当社のコーポレート・ガバナンス体制及び内部統制体制の模式図は以下のとおりです。

④　取締役の定数

当社の取締役は15名以内とする旨を定款に定めております。

 

⑤　責任限定契約の内容の概要

当社と各社外取締役は、当社定款及び会社法第４２７条第１項の規定に基づき、同法第４２３条第１項の
損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令の定める最
低責任限度額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役が責任の原因となっ
た職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

 

⑥　役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、会社法第４３０条の３に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、被
保険者が負担することとなる、その職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を受
けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により補填することとしております。当該役員等賠
償責任保険契約の被保険者は当社取締役、監査役及び執行役員であり、保険料は全額当社が負担しておりま
す。また、契約期間は2022年６月30日までであり、当該期間満了前に取締役会決議のうえ、更新する予定で
あります。

 

⑦　取締役の選任決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有す
る株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらない旨を定款に定めております。

 

⑧　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第３０９条第２項に定める株主総会の特別決議について、議決権を行使することができる
株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定
めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営
を行うことを目的とするものであります。

 

⑨　中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第４５４条第５項の規定により、取締役会の決議
によって毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。

 

⑩　自己の株式の取得

当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するため、市場取引等により自己の株式を取
得することができるように、第38回定時株主総会での定款一部変更議案の承認により、取締役会の決議を
もって自己の株式を取得することを可能とする定款変更を行いました。
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性10名　女性0名　（役員のうち女性の比率-％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役

会長
上地　史朗 1955年９月14日生

1980年４月 当社入社

1998年４月 当社開発部部長

2001年６月 当社取締役 開発本部本部長

2004年５月 当社取締役 営業本部本部長

2005年４月 当社常務取締役 営業本部本部長

2010年４月 当社常務取締役 開発本部本部長

2011年４月

2022年４月

当社代表取締役社長

当社代表取締役会長(現任)
　

(注)3 44

代表取締役

社長

事業本部本部長

長津　行宏 1959年７月16日生

1982年４月 当社入社

2005年４月 当社学術部部長

2011年４月 当社執行役員 品質保証センター

センター長

2014年４月 当社執行役員 営業本部本部長

2014年６月 当社取締役 営業本部本部長

2018年４月

2019年４月

2022年４月

当社常務取締役 営業本部本部長

当社常務取締役 事業本部本部長

当社代表取締役社長 事業本部本

部長(現任)
　

(注)3 16

常務取締役

管理本部本部長
林　司 1962年２月21日生

1986年４月 日本全薬工業株式会社入社

1993年10月 当社入社

2005年４月 当社開発部部長

2011年４月 当社執行役員 開発本部本部長

2014年６月 当社取締役 開発本部本部長

2016年６月 当社取締役 管理本部本部長

2021年６月 当社常務取締役 管理本部本部長

(現任)
　

(注)3 7

取締役 菊地　謙治 1952年４月４日生

1971年４月 東京国税局入局

2005年７月 同局　調査第一部特別国税調査官

2010年７月 同局　調査第四部調査総括課長

2012年７月 成田税務署長

2013年８月 菊地謙治税理士事務所開設

2014年６月 当社社外取締役(現任)

株式会社新日本建物　社外監査役

(現任)
　

(注)3 －

取締役 古賀　邦彦 1964年12月５日生

1990年４月 日本化薬株式会社入社

2013年４月 同社　医薬事業本部事業開発本部事

業開発部参事

2016年６月 同社　医薬事業本部メディカルア

フェアーズ部メディカルサイエンス

部参事

2019年４月 同社　医薬事業本部原薬・国際・診

断薬本部診断薬部長(現任)

2019年６月 当社社外取締役(現任)
　

(注)3 －

取締役 中野　伸朗 1963年11月24日生

 
1986年３月 旭化成工業株式会社（現旭化成株式

会社）入社

2006年11月 General Manager, Long Island

Branch, Asahi Kasei Medical

America, Inc.

2010年６月 旭化成メディカル株式会社　プラノ

バ事業部 営業部長

2012年10月 President & CEO, Asahi Kasei

Bioprocess America, Inc.

2016年10月

 
2020年４月

 
2022年４月

2022年６月

Managing Director, Asahi Kasei

Bioprocess Europe N.V./S.A.

旭化成ファーマ株式会社　診断薬製

品部 酵素製品グループ長

同社　診断薬製品部長(現任)

当社社外取締役(現任)
　

(注)3 －
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役 金川　晃久 1967年３月26日生

 
1989年４月 東亞医用電子株式会社（現シスメッ

クス株式会社）入社

2009年４月 同社　IVD事業戦略本部　部長

2013年６月 同社　IVD事業戦略本部　副本部長

2015年４月 同社　海外事業推進本部長

2017年４月

2019年４月

 
2022年６月

同社　事業戦略本部長

同社　執行役員 事業戦略本部長

(現任)

当社社外取締役(現任)
　

(注)3 －

常勤監査役 秋元　敏彦 1956年６月19日生

1979年４月 当社入社

2004年４月 当社営業本部業務部部長

2019年４月 当社品質保証センター安全管理部

部長

2021年４月 当社管理本部長付

2021年６月 当社監査役(現任)
　

(注)4 1

常勤監査役 水口　啓一 1962年５月31日生

 
1986年４月 東洋醸造株式会社（現旭化成株式会

社）入社

2016年10月 旭化成ファーマ株式会社　薬事・信

頼性保証センター医薬情報部長

2019年10月 同社　メディカル・アフェアーズ部

長

2021年４月

 
2022年４月

同社　医薬営業本部 医薬横浜支店　

副支店長

同社　経営統括総部(現任)

2022年６月 当社監査役(現任)
　

(注)4 －

非常勤監査役 猪原　玉樹 1965年11月７日生

1990年４月 株式会社大和銀行（現株式会社りそ

な銀行）入行

2004年３月 株式会社りそな銀行退社

2013年12月 弁護士登録（東京弁護士会）

猪原法律事務所入所(現任)

2021年６月 当社監査役(現任)
　

(注)4 －

  計 68
 
（注）１．取締役菊地謙治氏、取締役古賀邦彦氏、取締役中野伸朗氏及び取締役金川晃久氏は、社外取締役でありま

す。
２．監査役水口啓一氏及び監査役猪原玉樹氏は、社外監査役であります。
３. 2022年６月17日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

４. 2021年６月17日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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②　社外役員の状況

　当社の社外取締役は４名、社外監査役は２名であります。

　当社の社外取締役及び社外監査役は、臨床検査薬業界の事情或いは法律全般又は経理業務に精通しており、取

締役会において職務の効率的な執行及び重要事項について客観的な立場から意見を述べ職務の執行にあたってお

ります。

 

　当社の社外取締役である菊地謙治氏（税理士）、古賀邦彦氏（日本化薬株式会社）、中野伸朗氏（旭化成

ファーマ株式会社）及び金川晃久氏（シスメックス株式会社）は、社外から登用の取締役であります。

　中野伸朗氏は、当社の特定関係事業者である旭化成ファーマ株式会社の業務執行者であり、同社から同社の業

務執行者として給与を受けており、今後も受ける予定です。

　当社は上記の旭化成ファーマ株式会社、日本化薬株式会社及びシスメックス株式会社の３社とは商品仕入等の

定型的な取引を行っており、取締役個人が直接利害関係を有するものではありません。

　当社の社外監査役である水口啓一氏（旭化成ファーマ株式会社）、猪原玉樹氏（弁護士）は、社外から登用の

監査役であります。水口啓一氏は当社の特定関係事業者である旭化成ファーマ株式会社の業務執行者であり、同

社から同社の業務執行者として給与を受けており、今後も受ける予定です。

　当社は、社外取締役又は社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針を定めておりませんが、東

京証券取引所の定める基準を参考にして個別に選任しており、当社経営陣から独立した立場で社外役員としての

職務を遂行できる十分な独立性が確保できると判断しております。

　上記以外に社外取締役及び社外監査役と当社との間に人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係はあ

りません。

 

③　社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部

統制部門との関係

　内部監査は、コンプライアンスセンターが実施し、業務活動に関して、運用状況及び業務実施の有効性及び正

確性について監査を行い、その結果は代表取締役社長に対して報告され、業務の改善などの具体的な勧告や助言

を行っております。また、内部監査は、監査役会とも連携をし、監査役は内部監査状況を適時把握できる体制と

なっております。

　監査役は、取締役会その他重要な会議に出席し、議案審議等に必要な発言を行い、重要な会議の議事録及び決

裁書類の閲覧を通じ情報の共有化をしています。コンプライアンスセンター、監査役会及び会計監査人は、定期

的に会議を実施することで情報の交換及び相互意思疎通を実施しております。
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（３）【監査の状況】

①　監査役監査の状況

a.組織、人員

　監査役会は、有価証券報告書提出日現在、常勤監査役２名及び非常勤監査役１名で構成されており、うち

２名は社外監査役であります。

b.監査役及び監査役会の活動状況

　監査役は、監査役会で策定した監査の方針及び監査計画等に基づき、当社の業務全般について、常勤監査

役を中心として計画的かつ網羅的な監査を実施しております。毎月の定例監査役会の他、必要に応じて臨時

監査役会を開催しております。

　当事業年度において、監査役会を14回開催しており、個々の監査役の出席状況については以下のとおりで

す。

役職名               氏名              　出席状況（出席率）

常勤監査役           加登　信哉　　　　　 14回／14回 （100％）

常勤監査役 　　　　 　秋元 敏彦          10回／11回 （ 90％）

監査役               猪原　玉樹　　　　　 11回／11回 （100％）

 

　監査役会においては、監査報告の作成、常勤監査役の選定及び解職、監査の方針・監査計画及び監査の方

法その他監査役の職務の執行に関する事項の決定を主な検討事項としております。また、会計監査人の選解

任又は不再任に関する事項や、会計監査人の報酬等に対する同意等、監査役会の決議による事項について検

討を行っております。

　常勤監査役は、監査役会が定めた監査の方針・監査計画及び職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門

その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他

重要な会議に出席し、必要に応じ意見陳述を行うほか、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求め、主要な決裁書類その他業務執行に関する重要な文書等を閲覧して

おります。また内部統制システムについて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期

的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明しました。会計監査人に対しても、独立の立場を保

持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　監査役と会計監査人は、定期的会合において、会計監査人が行う年間の監査計画（監査の体制並びに監査

の方法の概要）の説明並びに質疑応答を実施し、当該年度終了時には、終了に伴う監査実施の説明並びに質

疑応答を実施しています。また、個別の事案についても必要に応じて打ち合わせ及び制度の変更等の解説並

びに質疑応答を実施しております。

 

②　内部監査の状況

　当社は、内部監査部門として、社長直轄のコンプライアンスセンター監査室を設置し、社内における業務

活動が、適正に遂行されているか否かを確認する体制を構築しております。被監査部門に対しては監査結果

を踏まえて改善指示を行い、監査後は改善状況を報告させており、適正かつ効果的な監査を行っておりま

す。また、監査実施後、経営者に監査結果や改善状況等を報告しております。

　内部監査部門は監査役と緊密な連携をとっており、監査実施の都度、監査役が監査に立会う等情報の共有

化をはかり、監査を実施しております。

　内部監査部門は、会計監査人と必要に応じて相互に範囲・結果・現状等についての情報提供を行っており

ます。

 

③　会計監査の状況

　a.監査法人の名称

　　EY新日本有限責任監査法人

　b.継続監査期間

　　29年間

　c.業務を執行した公認会計士の氏名

春日　淳志

酒井　睦史

d.監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士６名、会計士試験合格者等６名、その他５名であります。
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e.監査法人の選定方針と理由

　監査役会は、会計監査人の選定・再任について、日本監査役協会が公表する「会計監査人の評価及び選定

基準策定に関する監査役等の実務指針」等を参考として、監査体制、監査計画・実施要項及び監査報酬が合

理的かつ妥当であること、さらに監査実績等を踏まえ総合的に判断しております。

　なお、会計監査人の職務の執行に支障がある場合のほか、その必要があると判断した場合は、株主総会に

提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定します。また、会社法第340条第１項各

号に定める項目に該当すると認められる場合、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任又は不再任と

します。

f．監査役及び監査役会による監査法人の評価

　　監査役会は、会計監査人の評価に際しては、日本監査役協会が公表する「会計監査人の評価及び選定基準

策定に関する監査役等の実務指針」を踏まえ、会計監査人から監査計画・監査の実施状況が適正に行われて

いることを確保するための体制、監査に関する品質管理基準等について報告・説明を受け、その結果、会計

監査人の職務が適正に実施されていると評価しております。

 

④　監査報酬の内容等

　ａ．監査公認会計士等に対する報酬

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

21,600 － 21,600 －

ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワークに属する組織に対する報酬（ａ.を除く）

　該当事項はありません。

ｃ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

ｄ．監査報酬の決定方針

　会社法監査と金融商品取引法監査における監査報酬につきましては、当社の規模、予定される監査日数

等を総合的に勘案し、会社法の定めに従い監査役会の同意の上、決定しております。

ｅ．監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、取締役、

社内関係部署及び会計監査人からの必要な資料の入手や報告の聴取を通じて、会計監査人の監査計画の内

容、従前の事業年度における職務執行状況や報酬見積りの算出根拠等を確認し、検討した結果、会計監査

人の報酬等につき、会社法第３９９条第１項の同意を行っております。

 

（４）【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算出方法の決定に関する方針に係る事項
　当社は、2021年２月25日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を
決議しております。

　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び
決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合していることを確認しており、当該決定方針に沿うもので
あると判断しております。

　取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。

ａ．基本方針

　当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう株主
利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とする
ことを基本方針とする。具体的には、業務執行取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬、業績連動報
酬等および株式報酬により構成し、監督機能を担う社外取締役については、その職務に鑑み、基本報酬の
みの支払い又は無報酬とする。

ｂ．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期または条件の
決定に関する方針を含む。）

　当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応じて他社水準、当社の業
績、従業員給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案して決定するものとする。

ｃ．業績連動報酬等ならびに非金銭報酬等の内容および額または数の算定方法の決定に関する方針

　業績連動報酬等は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため、常勤取締役に対して、業績指
標の目標値に対する単年度業績の達成度合いから役位に応じて算出された額を、賞与として毎年一定の時
期に支給する。

　非金銭報酬等は、取締役の中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的
として導入した株式給付信託（BBT）の役員株式給付規程に基づき、常勤取締役に対して、各事業年度にお
ける業績、目標達成度及び役位に応じて算出された株式数に相当するポイントを、毎年一定の時期に付与
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する。当該取締役は、退任時に付与されたポイントに相当する当社株式ないし時価換算した金額の給付を
受ける。

ｄ．金銭報酬の額、業績連動報酬等の額または非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する
割合の決定に関する方針

　業務執行取締役の種類別の報酬割合については、原則として上位の役位ほど業績連動報酬のウェイトが
高まる構成とするが、業績連動報酬等及び非金銭報酬等の額は事業年度ごとの業績に伴い変動するため、
具体的な割合は定めないものとする。

ｅ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

　個人別の報酬額については取締役会決議にもとづき代表取締役社長がその具体的内容について委任をう
けるものとし、その権限の内容は、株主総会で決議された範囲内において、各取締役の基本報酬の額およ
び各取締役の担当事業の業績等を踏まえた賞与等の評価配分とする。

 

②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
 (千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
 (人）固定報酬 業績連動報酬

左記のうち、
非金銭報酬等

取締役

（社外取締役を除く）
119,475 73,671 45,804 8,404 3

監査役

（社外監査役を除く）
9,906 7,906 2,000 － 2

社外役員 20,627 18,627 2,000 － 5

（注）１．業績連動報酬等は、事業年度ごとの会社業績向上に対する意識を高めるため、単年度の業績指標の

目標値としてROE及び経常利益を掲げ、その目標値に対する達成度合いから役位に応じて算出され

た額を、賞与として毎年一定の時期に支給することとしています。当事業年度のROEは10.4％、経

常利益は７億７千７百万円となりました。

２．非金銭報酬等の内容は、取締役の中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高める

ことを目的として導入した業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」の役員株式給付規程

に基づき、各事業年度における業績（ROE及び経常利益）、目標達成度及び役位に応じて算出され

た株式数に相当するポイントを、毎年一定の時期に付与することとしています。

３．取締役の金銭報酬の額は、1995年６月29日開催の第20回定時株主総会において年額15,000万円以内

と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は12名（うち、社外取締役

は４名）です。また、取締役（社外取締役を除く）に対してBBTを導入しており、2021年６月17日

開催の第46回定時株主総会において、上記金銭報酬限度額とは別枠で、信託金額として対象期間

（３事業年度）ごとに100百万円を上限として金銭を拠出し、取締役に付与される１事業年度当た

りのポイント（１ポイント当たり当社普通株式１株に換算）数の上限は33,000ポイントと決議いた

だいております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は６名（うち、社外取締役は３名）で

す。

４．監査役の金銭報酬の額は、1998年６月26日開催の第23回定時株主総会において年額3,500万円以内

と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は４名（うち、社外監査役

は３名）です。

５．上記には、無報酬の取締役３名は含めておりません。

６．取締役会は、代表取締役社長長津行宏に対し各取締役の基本報酬の額及び各取締役の担当部門の業

績等を踏まえた賞与等の評価配分の決定を委任しております。委任した理由は、当社全体の業績等

を俯瞰しつつ各取締役の担当部門について評価を行うには代表取締役社長が最も適しているからで

あります。

 

③　報酬等の総額が１億円以上である者の報酬等の総額等

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

④　役員の報酬等の額の決定過程における取締役会の活動内容

取締役の報酬等の額の決定過程においては、当社の算定方法に基づく評価について報酬総額の妥当性

と合わせて確認しています。
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（５）【株式の保有状況】

① 投資株式の区分の基準及び考え方

  当社は、保有する株式について、主に株式の価値の変動または株式に係る配当によって利益を受けることを

目的とする株式を純投資目的である投資株式に区分し、それ以外を、純投資目的以外の目的である投資株式に
区分しております。
 
② 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

 a.保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の

内容
　　当社は、個別の政策保有株式について継続的な成長を円滑に行うことを保有目的の基本とし、限定的に保有
することを取締役会において承認されております。

 
b．銘柄数及び貸借対照表価額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（千円）

非上場株式 2 30,000

非上場株式以外の株式 6 124,444

 

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（千円）

株式数の増加の理由

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 － － －

 

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額（千円）

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 － －
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c．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、定量的な保有効果
及び株式数が増加した理由

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（千円）

貸借対照表計上額
（千円）

株式会社みずほフィナ

ンシャルグループ

（普通株式）

36,419 36,419 取引金融機関との取引・協力関係維持の

ため保有。（注）
無

57,068 58,233

日本化薬株式会社
49,000 49,000 取引・協力関係の維持強化のため保有。

（注）
有

56,889 52,381

東北化学薬品株式会社
1,000 1,000 取引・協力関係の維持強化のため保有。

（注）
無

3,225 3,290

旭化成株式会社
3,000 3,000 取引・協力関係の維持強化のため保有。

（注）
無

3,186 3,822

株式会社りそなホール

ディングス

4,000 4,000 取引金融機関との取引・協力関係維持の

ため保有。（注）
無

2,096 1,856

株式会社ほくやく・竹

山ホールディングス

3,000 3,000 取引・協力関係の維持強化のため保有。

（注）
無

1,980 2,265

（注）当社は、特定投資株式における定量的な保有効果の記載が困難なため、保有の合理性を検証した方法について記

載いたします。当社の政策保有株式につきましては、毎期、政策保有の意義を検証しており、当事業年度末に保

有している政策保有株式は、いずれもその目的に沿った保有であることを確認しております。

 

③ 保有目的が純投資目的である株式投資

  該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について
　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号。以下、
「財務諸表等規則」という。）」に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（2021年４月１日から2022年３月31日

まで）の財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による監査を受けております。

 

３．連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
　当社は、財務諸表等の適正性を確保するために以下の取組みを行っております。

新たに適用される会計基準等への対応については、公益財団法人財務会計基準機構に加入し、適宜開催される
会計基準セミナーへ積極的に参加し、その対応と財務諸表への影響について社内において速やかな検討を行って
おります。

　また、財務諸表記載事項については、管理本部をはじめとした各本部・センター及び監査役会などへ回覧し確
認を行うことにより、財務諸表の適正性を確保する体制になっております。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】
 

  (単位：千円)

 
前事業年度

(2021年３月31日)
当事業年度

(2022年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,243,770 2,676,787

受取手形 310,156 336,138

売掛金 896,336 996,430

商品及び製品 307,489 330,783

仕掛品 75,370 69,568

原材料及び貯蔵品 193,584 247,247

前払費用 7,160 6,914

その他 23,988 26,400

流動資産合計 4,057,857 4,690,271

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※１ 1,958,932 ※１ 1,961,700

減価償却累計額 △1,362,700 △1,385,181

建物（純額） 596,231 576,519

構築物 ※１ 94,109 ※１ 94,109

減価償却累計額 △78,893 △80,913

構築物（純額） 15,215 13,195

機械及び装置 305,954 386,130

減価償却累計額 △267,799 △299,991

機械及び装置（純額） 38,155 86,139

工具、器具及び備品 341,199 331,547

減価償却累計額 △305,407 △294,709

工具、器具及び備品（純額） 35,791 36,838

土地 ※１ 1,786,539 ※１ 1,786,539

リース資産 105,138 91,018

減価償却累計額 △52,730 △55,367

リース資産（純額） 52,407 35,651

建設仮勘定 7,205 －

有形固定資産合計 2,531,546 2,534,882

無形固定資産   

ソフトウエア 56,745 28,372

電話加入権 4,613 4,613

リース資産 36,180 24,120

無形固定資産合計 97,539 57,106

投資その他の資産   

投資有価証券 156,554 154,444

出資金 100 100

差入保証金 18,461 18,477

繰延税金資産 99,504 115,462

その他 769 769

投資その他の資産合計 275,389 289,254

固定資産合計 2,904,475 2,881,243

資産合計 6,962,332 7,571,515
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(2021年３月31日)
当事業年度

(2022年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 35,689 35,021

買掛金 404,586 501,091

短期借入金 ※１ 300,000 ※１ 280,000

１年内返済予定の長期借入金 ※１ 300,000 ※１ 100,000

リース債務 37,430 32,170

未払金 377,739 354,391

未払法人税等 126,196 184,616

未払消費税等 48,377 27,953

未払費用 118,803 122,874

契約負債 － 11,470

前受金 15,121 －

預り金 7,270 8,238

賞与引当金 122,644 123,300

流動負債合計 1,893,860 1,781,129

固定負債   

長期借入金 ※１ 300,000 ※１ 500,000

リース債務 64,689 35,436

長期預り保証金 8,490 8,490

長期未払金 4,900 4,000

株式給付引当金 6,482 8,818

役員株式給付引当金 23,291 31,695

その他 1,107 1,814

固定負債合計 408,961 590,255

負債合計 2,302,822 2,371,384

純資産の部   

株主資本   

資本金 831,413 831,413

資本剰余金   

資本準備金 928,733 928,733

その他資本剰余金 － 11,500

資本剰余金合計 928,733 940,233

利益剰余金   

利益準備金 193,125 193,125

その他利益剰余金   

別途積立金 261,000 261,000

繰越利益剰余金 2,764,904 3,211,700

利益剰余金合計 3,219,029 3,665,825

自己株式 △349,950 △269,080

株主資本合計 4,629,226 5,168,392

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 30,283 31,739

評価・換算差額等合計 30,283 31,739

純資産合計 4,659,510 5,200,131

負債純資産合計 6,962,332 7,571,515
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②【損益計算書】
 

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当事業年度
(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

売上高   

製品売上高 3,690,687 3,973,550

商品売上高 567,171 641,175

売上高合計 4,257,859 4,614,725

売上原価   

製品売上原価   

製品期首棚卸高 269,966 241,985

当期製品製造原価 1,453,450 1,739,429

合計 1,723,417 1,981,415

製品他勘定振替高 ※１ 37,350 ※１ 67,808

製品期末棚卸高 241,985 278,630

製品売上原価 ※３ 1,444,080 ※３ 1,634,977

商品売上原価   

商品期首棚卸高 91,327 65,503

当期商品仕入高 521,557 613,683

合計 612,885 679,186

商品他勘定振替高 ※１ 44,565 ※１ 54,726

商品期末棚卸高 65,503 52,152

商品売上原価 ※３ 502,816 ※３ 572,307

売上原価合計 1,946,896 2,207,284

売上総利益 2,310,962 2,407,441

販売費及び一般管理費   

販売促進費 54,227 56,930

広告宣伝費 5,347 13,644

配送費 42,776 42,631

通信費 18,598 19,284

旅費及び交通費 82,057 81,738

交際費 3,188 3,453

役員報酬 138,006 141,604

従業員給料 441,000 437,870

従業員賞与 97,256 97,758

賞与引当金繰入額 140,886 145,367

法定福利費 116,691 118,044

福利厚生費 15,373 18,421

水道光熱費 14,070 14,575

修繕費 5,184 2,685

地代家賃 32,421 30,488

減価償却費 62,573 56,083

保険料 7,369 6,992

租税公課 9,249 9,241

研究開発費 ※２ 171,233 ※２ 144,889

消耗品費 44,062 41,130

賃借料 21,131 21,478

退職給付費用 22,915 22,450

株式給付引当金繰入額 1,752 2,336

役員株式給付引当金繰入額 6,942 8,404

支払手数料 66,882 61,725

その他 57,459 60,497

販売費及び一般管理費合計 1,678,660 1,659,728

営業利益 632,301 747,713
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当事業年度
(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

営業外収益   

受取利息 28 20

受取配当金 5,428 5,531

為替差益 7,044 14,765

業務受託料 13,000 ※４ 19,533

その他 4,548 2,240

営業外収益合計 30,050 42,090

営業外費用   

支払利息 7,843 7,594

売上割引 640 －

その他 245 4,302

営業外費用合計 8,728 11,897

経常利益 653,622 777,906

特別利益   

固定資産売却益 ※５ 296 －

特別利益合計 296 －

特別損失   

固定資産売却損 － ※６ 4,656

固定資産除却損 ※７ 818 ※７ 1,419

投資有価証券評価損 ※８ 40,293 ※８ 4,706

特別損失合計 41,112 10,781

税引前当期純利益 612,806 767,124

法人税、住民税及び事業税 187,501 271,890

法人税等調整額 7,900 △17,100

法人税等合計 195,401 254,790

当期純利益 417,405 512,334
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　　　製造原価明細書

  

前事業年度

（自　2020年４月１日

　　至　2021年３月31日）

当事業年度

（自　2021年４月１日

　　至　2022年３月31日）

区分
注記

番号
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

Ⅰ　材料費  1,088,716 73.9 1,316,065 75.9

Ⅱ　労務費 ※１ 239,017 16.2 258,551 14.9

Ⅲ　経費 ※２ 144,779 9.8 159,011 9.2

　　　当期総製造費用  1,472,513 100.0 1,733,628 100.0

　　　期首仕掛品棚卸高  56,307  75,370  

　　　　　　　計  1,528,821  1,808,998  

　　　差引：期末仕掛品棚卸高  75,370  69,568  

　　　当期製品製造原価  1,453,450  1,739,429  

　原価計算方法

　　原価計算の方法は、加工費工程別総合原価計算であり、期中は予定原価を用い、原価差額は期末において製品、

仕掛品、売上原価等に配賦しております。

 

　（注）※１．主な内訳は次のとおりであります。

項目

前事業年度

（自　2020年４月１日

　　至　2021年３月31日）

当事業年度

（自　2021年４月１日

　　至　2022年３月31日）

賞与引当金繰入額（千円） 21,509 25,230

 

　（注）※２．主な内訳は次のとおりであります。

項目

前事業年度

（自　2020年４月１日

　　至　2021年３月31日）

当事業年度

（自　2021年４月１日

　　至　2022年３月31日）

減価償却費（千円） 73,120 88,045

修繕費（千円） 4,885 3,340
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

         (単位:千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 
資本準備
金

その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 
別途積立
金

繰越利益
剰余金

当期首残高 831,413 928,733 － 928,733 193,125 261,000 2,414,357 2,868,482 △259,662 4,368,967

当期変動額           

剰余金の配当       △66,858 △66,858  △66,858

当期純利益       417,405 417,405  417,405

自己株式の取得         △90,288 △90,288

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

          

当期変動額合計 － － － － － － 350,547 350,547 △90,288 260,259

当期末残高 831,413 928,733 － 928,733 193,125 261,000 2,764,904 3,219,029 △349,950 4,629,226

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 12,502 12,502 4,381,469

当期変動額    

剰余金の配当   △66,858

当期純利益   417,405

自己株式の取得   △90,288

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

17,781 17,781 17,781

当期変動額合計 17,781 17,781 278,040

当期末残高 30,283 30,283 4,659,510
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当事業年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

         (単位:千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 
資本準備
金

その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

 
別途積立
金

繰越利益
剰余金

当期首残高 831,413 928,733 － 928,733 193,125 261,000 2,764,904 3,219,029 △349,950 4,629,226

当期変動額           

剰余金の配当       △65,538 △65,538  △65,538

当期純利益       512,334 512,334  512,334

自己株式の取得         △158,100 △158,100

自己株式の処分   11,500 11,500     238,970 250,470

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

          

当期変動額合計 － － 11,500 11,500 － － 446,795 446,795 80,870 539,165

当期末残高 831,413 928,733 11,500 940,233 193,125 261,000 3,211,700 3,665,825 △269,080 5,168,392

 

    

 評価・換算差額等

純資産合計
 

その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 30,283 30,283 4,659,510

当期変動額    

剰余金の配当   △65,538

当期純利益   512,334

自己株式の取得   △158,100

自己株式の処分   250,470

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

1,455 1,455 1,455

当期変動額合計 1,455 1,455 540,621

当期末残高 31,739 31,739 5,200,131
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④【キャッシュ・フロー計算書】
 

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　2020年４月１日
　至　2021年３月31日)

当事業年度
(自　2021年４月１日
　至　2022年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 612,806 767,124

減価償却費 142,767 150,148

投資有価証券評価損益（△は益） 40,293 4,706

賞与引当金の増減額（△は減少） 3,973 655

受取利息及び受取配当金 △5,456 △5,551

支払利息 7,843 7,594

為替差損益（△は益） △50 △1,096

固定資産除却損 818 1,419

固定資産売却損益（△は益） △296 4,656

売上債権の増減額（△は増加） △5,273 △123,505

棚卸資産の増減額（△は増加） 30,884 △94,972

仕入債務の増減額（△は減少） △55,282 95,838

その他 22,834 15,883

小計 795,862 822,901

利息及び配当金の受取額 5,459 5,542

利息の支払額 △7,851 △7,578

法人税等の支払額 △202,220 △216,503

営業活動によるキャッシュ・フロー 591,249 604,363

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △73,193 △141,170

投資有価証券の取得による支出 △45,000 －

その他 1,029 △16

投資活動によるキャッシュ・フロー △117,163 △141,187

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － △20,000

長期借入れによる収入 200,000 300,000

長期借入金の返済による支出 △200,000 △300,000

自己株式の売却による収入 － 250,470

自己株式の取得による支出 △90,288 △158,100

リース債務の返済による支出 △37,030 △37,945

配当金の支払額 △67,292 △65,679

財務活動によるキャッシュ・フロー △194,611 △31,255

現金及び現金同等物に係る換算差額 50 1,096

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 279,525 433,016

現金及び現金同等物の期首残高 1,624,245 1,903,770

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,903,770 ※１ 2,336,787
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法

 

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法

　　　時価法

 

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法

(1）商品、製品、仕掛品及び原材料

　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

(2）貯蔵品

　最終仕入原価法

 

４．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備並びに構築物については定額法によっております。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　ソフトウエア(自社利用)については、社内における利用可能期間(５年)による定額法、それ以外の無形

固定資産については、定額法によっております。

(3）リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

 

６．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　なお、当事業年度は貸倒実績がなく、貸倒懸念債権等の特定の債権に該当する債権もないため貸倒引当

金を計上しておりません。

(2）賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

(3）株式給付引当金

　従業員に対する将来の当社株式の給付に備えるため、株式給付規程に基づき、付与されたポイントに応

じた株式の給付見込額を計上しております。

(4）役員株式給付引当金

　取締役に対する将来の当社株式の給付に備えるため、役員株式給付規程に基づき、付与されたポイント

に応じた株式の給付見込額を計上しております。
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７．収益及び費用の計上基準

当社は、以下の５ステップを適用することにより、収益を認識しております。

ステップ1：顧客との契約を識別する

ステップ2：契約における履行義務を識別する

ステップ3：取引価格を算定する

ステップ4：取引価格を契約における履行義務に配分する

ステップ5：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する

　当社の事業は、生化学検査用試薬、免疫血清検査試薬、その他から構成されており、各分野において製品販

売及び役務の提供を行っております。収益は、顧客との契約において約束された対価から、値引、返品及び割

戻を控除し算定しており、顧客との契約における対価に変動対価が含まれる場合には、変動対価に関する不確

実性がその後に解消される際に、認識した収益の累計額の重大な戻入れが生じない可能性が非常に高い範囲で

のみ、取引価格に含めております。なお、当社が認識した収益に係る対価は、通常、履行義務の充足から1年

以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおりません。

(1）生化学検査用試薬及び免疫血清検査試薬の収益

　生化学検査用試薬及び免疫血清検査試薬の収益の認識については、出荷時から当該商品または製品の支

配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。ま

た、免疫血清検査試薬の一部には輸出販売があり、インコタームズ等で定められた貿易条件に基づきリス

ク負担が顧客に移転する時点において、履行義務が充足されたと判断し収益を認識しております。

(2）その他の収益

　その他は主に検査装置と保守サービスの収益の認識をしております。顧客との契約内容に基づき、顧客

が検査装置の検収終了時に支配の移転を獲得し、履行義務が充足されたと判断し収益を認識しておりま

す。また、保守サービスの収益の認識は、履行義務が一定期間にわたり充足されると判断し、サービス提

供期間にわたり定額で収益を認識しております。

 

８．ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

　特例処理の要件を満たしている金利スワップについて、特例処理を採用しております。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

①　ヘッジ手段

　金利スワップ

②　ヘッジ対象

　借入金利息

(3）ヘッジ方針

　当社の内部規則である組織規則に基づき、金利変動リスクをヘッジする目的で金利スワップ取引を行っ

ております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップについては、特例処理を採用しているため、有効性の評価を省略しております。

 

９．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価格の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３か月以内に償還

期限の到来する短期投資からなっております。
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（重要な会計上の見積り）

１．棚卸資産（検査装置等）の評価

(1）当事業年度の財務諸表に計上した金額

（単位：千円）

 前事業年度 当事業年度

売上原価（検査装置等にかかる収益性の

低下による簿価切下げ額）
21,447 41,823

商品及び製品（商品及び製品に含まれる

検査装置等の価額）
35,583 56,091

 

(2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①　算出方法

　貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定しており、期末における正味売却

価額が取得原価よりも下落している場合には、当該正味売却価額をもって貸借対照表価額としておりま

す。

②　主要な仮定

　検査装置等は販売頻度が少なく、期末前後の販売実績に基づく価額を把握することが困難な場合や、

販売価額の変動が大きい場合があるため、正味売却価額は期末付近の合理的な期間の平均的な売価を基

礎として算定しており、一定の仮定を設定しております。

③　翌事業年度の財務諸表に与える影響

　正味売却価額の算定は見積りの不確実性が高く、市況等によって実際の販売価額が変動することによ

り、翌事業年度以降の財務諸表に重要な影響を与える可能性があります。

 

（会計方針の変更）

　（収益認識に関する会計基準等の適用）

　　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービス

と交換に受け取れると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

　これにより、従来は営業外費用に計上していた売上割引については、売上高から減額しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の繰越利

益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、当事業年度の売上高及び営業利益に与える影響は軽微であります。なお、繰越利益剰余金の当期首残

高への影響はありません。また、１株当たり情報に与える影響はありません。

　また、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」に表示していた「前受金」のうち、収益認識会計基準等

における契約負債に該当する金額について、当事業年度より「契約負債」に含めて表示しております。ただし、収

益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度について新たな表示方法により組替えは

行っておりません。

　なお、収益認識会計基準第89-３項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度に係る「収益認識関係」注記

については記載しておりません。

 

　（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計

基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな

会計方針を将来にわたって適用することとしております。

　これによる財務諸表に与える影響はありません。また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベ

ルごとの内訳等に関する事項等の注記を行うこととしております。ただし、「金融商品の時価等の開示に関する適

用指針」（企業会計基準適用指針第19号　2019年７月４日）第７-４項に定める経過的な取扱いに従って、当該注

記のうち前事業年度に係るものについては記載しておりません。
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（追加情報）

（株式給付信託（J-ESOP）について）

１．取引の概要

　当社は、株価や業績と従業員の処遇の連動性をより高め、経済的な効果を株主の皆様と共有することに

より、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めることを目的として、従業員インセンティブ・プ

ラン「株式給付信託（J-ESOP）」（以下、「本制度」といいます。）を導入しております。

　本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社の従業員に対して当社

株式を給付する仕組みです。当社は、従業員に対し個人の貢献度等に応じてポイントを付与し、一定の条

件により受給権の取得をしたときに当該付与ポイントに相当する当社株式を給付します。従業員に対し給

付する株式については、予め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理する

ものとします。

 

２．信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により、純資産の部に自

己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前事業年度104,944千円、

179,700株、当事業年度104,944千円、179,700株であります。

 

３．会計処理の方法

　「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号

2015年３月26日）に基づき、総額法を適用しております。規程に基づき従業員に付与したポイント数を基

礎として、費用及びこれに対応する引当金を計上しております。

 

（株式給付信託（BBT）について）

１．取引の概要

　当社は、取締役の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、取締役が株価上昇による

メリットのみならず、株価下落リスクまでも株主の皆様と共有することで、中長期的な業績の向上と企業

価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」（以下、

「本制度」といいます。）を導入しております。

　本制度は、予め当社が定めた役員株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした取締役に対して当社株

式を給付する仕組みです。当社は、役員株式給付規程に基づき取締役にポイントを付与し、取締役を退任

した者のうち「役員株式給付規程」に定める受益者要件を満たした者（以下、「受益者」といいます。）

に対して、当該受益者に付与されたポイント数に応じた当社株式を給付します。ただし、取締役が「役員

株式給付規程」に別途定める要件を満たす場合には、当該取締役に付与されたポイントの一定割合につい

て、当社株式の給付に代えて、当社株式を退任日時点の時価で換算した金額相当の金銭を給付します。取

締役に対し給付する株式については、予め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として

分別管理するものとします。

 

２．信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により、純資産の部に自

己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前事業年度50,007千円、95,800

株、当事業年度50,007千円、95,800株であります。

 

３．会計処理の方法

　「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号

2015年３月26日）に準じて、総額法を適用しております。規程に基づき役員に付与したポイント数を基礎

として、費用及びこれに対応する引当金を計上しております。
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（貸借対照表関係）

※１．担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2021年３月31日）
当事業年度

（2022年３月31日）

建物 338,352千円 319,339千円

構築物 8,116 7,544

土地 1,786,539 1,786,539

計 2,133,008 2,113,423

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2021年３月31日）
当事業年度

（2022年３月31日）

短期借入金 278,000千円 262,000千円

１年内返済予定の長期借入金 200,000 100,000

長期借入金 200,000 300,000

計 678,000 662,000

 

（損益計算書関係）

※１．製・商品他勘定振替高は、主に販売促進費及び固定資産に振替えたものであります。

 

※２．研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費

 
前事業年度

（自　2020年４月１日
　　至　2021年３月31日）

当事業年度
（自　2021年４月１日
　　至　2022年３月31日）

研究開発費 171,233千円 144,889千円

 

※３．通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額（洗替法による戻入額との相殺後の

金額）

 
前事業年度

（自　2020年４月１日
　　至　2021年３月31日）

当事業年度
（自　2021年４月１日
　　至　2022年３月31日）

売上原価 △23,944千円 26,213千円

 

※４．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当事業年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

業務受託料 －千円 6,379千円

 

※５．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当事業年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

工具、器具及び備品 296千円 －千円

計 296 －

 

※６．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当事業年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

工具、器具及び備品 －千円 4,656千円

計 － 4,656

 

※７．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。
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前事業年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当事業年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

建物 639千円 1,107千円

機械及び装置 38 61

工具、器具及び備品 140 250

計 818 1,419

 

※８．投資有価証券評価損

前事業年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日）

当社が保有する投資有価証券のうち実質価額が著しく下落したものについて、減損処理を行ったもので

あります。

 

当事業年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）

当社が保有する投資有価証券のうち実質価額が著しく下落したものについて、減損処理を行ったもので

あります。

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

発行済株式     

普通株式 4,558 － － 4,558

合計 4,558 － － 4,558

自己株式     

普通株式（注）１．２． 377 88 － 465

合計 377 88 － 465

　(注）１．普通株式の自己株式の株式数には、「株式給付信託（J-ESOP）」及び「株式給付信託（BBT）」導入において

設定した株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保有する当社株式（当事業年度期首275千株、当事業年

度末275千株）が含まれます。

　　　 ２．普通株式の自己株式の株式数の増加88千株は、2020年11月25日開催の取締役会決議による自己株式の取得に

よる増加88千株であります。
 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日  

2020年６月18日

定時株主総会
普通株式 66,858 15.00 2020年３月31日 2020年６月19日

 

 

　(注）2020年６月18日定時株主総会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金4,132千円

が含まれております。

 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2021年６月17日

定時株主総会
普通株式 65,538 利益剰余金 15.00 2021年３月31日 2021年６月18日

　(注）2021年６月17日定時株主総会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金4,132千円

が含まれております。
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当事業年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

発行済株式     

普通株式 4,558 － － 4,558

合計 4,558 － － 4,558

自己株式     

普通株式（注）１．２．３． 465 150 230 385

合計 465 150 230 385

　(注）１．普通株式の自己株式の株式数には、「株式給付信託（J-ESOP）」及び「株式給付信託（BBT）」導入において

設定した株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が保有する当社株式（当事業年度期首275千株、当事業年

度末275千株）が含まれます。

　　　 ２．普通株式の自己株式の株式数の増加150千株は、2021年11月25日開催の取締役会決議による自己株式の取得に

よる増加150千株であります。

　　　 ３．普通株式の自己株式の株式数の減少230千株は、2022年2月25日開催の取締役会決議に基づきシスメックス株

式会社を割当先とする第三者割当により処分した自己株式230千株であります。
 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日  

2021年６月17日

定時株主総会
普通株式 65,538 15.00 2021年３月31日 2021年６月18日

 

 

　(注）2021年６月17日定時株主総会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金4,132千円

が含まれております。

 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2022年６月16日

定時株主総会
普通株式 111,230 利益剰余金 25.00 2022年３月31日 2022年６月17日

　(注）2022年６月16日定時株主総会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金6,887千円

が含まれております。

 

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（自　2020年４月１日
至　2021年３月31日）

当事業年度
（自　2021年４月１日
至　2022年３月31日）

現金及び預金 2,243,770千円 2,676,787千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △340,000 △340,000

現金及び現金同等物 1,903,770 2,336,787
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（リース取引関係）

（借主側）
１．ファイナンス・リース取引

　　　　 所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　　　　　①リース資産の内容

　　　　　　　主として生化学検査分野及び免疫検査分野に係る測定機器、並びにコンピュータ端末機であります。

 

　　　　　　②リース資産の減価償却の方法

　　　　　　　重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

（貸主側）

１．ファイナンス・リース取引

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

 当社は、主に年次資金計画に基づき、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的な余剰は

安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティ

ブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

 

（2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクがあります。投資有価証券は、主に取引先企業

との業務又は資本提携等に関連する株式であり、市場価格の変動リスク又は取引先企業の業績リスクがあり

ます。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、全て１年以内の支払期日であります。また、その一部には外貨建

てのものがあり、為替の変動リスクに晒されております。短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であ

り、長期借入金（原則５年以内）は設備投資資金及び長期運転資金に係る資金調達であります。長期借入金

の一部は変動金利であるため金利の変動リスクがありますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利

用してヘッジしております。ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の

調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で５年後であります。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクに対する先物為替予約及び長期借入金

に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利スワップ取引であります。なお、ヘッジ

対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等につきましては、前述の重要な会計方針「８．ヘッジ会計

の方法」をご参照ください。

 

（3）金融商品に係るリスク管理体制

 ①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　与信管理手続きにより、営業債権について営業本部が取引先の状況を定期的にモニタリングし、財政状

況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

 

 ②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握しております。

デリバティブ取引につきましては、社内規則に従い実需の範囲で行うことにしております。

 

 ③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　各部門からの報告に基づき経理部が適時に資金計画表を作成・更新することにより流動性リスクを管理

しております。

 

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場

合、当該価額が異なることもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
 
　前事業年度（2021年３月31日）
 

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）投資有価証券 121,847 121,847 －

資産計 121,847 121,847 －

(2）長期借入金(1年内返済予定を含む) 600,000 600,053 53

(3）リース債務(1年内返済予定を含む) 102,120 100,458 △1,661

負債計 702,120 700,511 △1,607

デリバティブ取引（※２） － － －

（※１）「現金及び預金」「受取手形」「売掛金」「支払手形」「買掛金」「短期借入金」「未払金」につい

ては、現金は現金であること、それ以外は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであ

ることから、記載を省略しております。

（※２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

（※３）市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は上表には含まれておりま

せん。当該金融商品の貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

区分
前事業年度

（2021年３月31日）

非上場株式 34,706千円

 

　当事業年度（2022年３月31日）
 

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）投資有価証券 124,444 124,444 －

資産計 124,444 124,444 －

(2）長期借入金(1年内返済予定を含む) 600,000 598,761 △1,238

(3）リース債務(1年内返済予定を含む) 67,606 66,626 △979

負債計 667,606 665,388 △2,218

デリバティブ取引（※２） 8,094 8,094 －

（※１）「現金及び預金」「受取手形」「売掛金」「支払手形」「買掛金」「短期借入金」「未払金」につい

ては、現金は現金であること、それ以外は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであ

ることから、記載を省略しております。

（※２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

（※３）市場価格のない株式等は上表には含まれておりません。当該金融商品の貸借対照表計上額は以下のと

おりであります。

区分
当事業年度

（2022年３月31日）

非上場株式 30,000千円
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 （注）１.金銭債権の決算日後の償還予定額

　前事業年度（2021年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 2,243,770 － － －

受取手形 310,156 － － －

売掛金 896,336 － － －

合計 3,450,263 － － －

 

　当事業年度（2022年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 2,676,787 － － －

受取手形 336,138 － － －

売掛金 996,430 － － －

合計 4,009,356 － － －

 

 (注）２.借入金及びリース債務の決算日後の返済予定額

前事業年度（2021年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 300,000 － － － － －

長期借入金 300,000 100,000 200,000 － － －

リース債務 37,430 31,484 25,135 5,819 2,250 －

合計 637,430 131,484 225,135 5,819 2,250 －

 

当事業年度（2022年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 280,000 － － － － －

長期借入金 100,000 200,000 300,000 － － －

リース債務 32,170 25,821 6,505 2,936 171 －

合計 412,170 225,821 306,505 2,936 171 －

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。

　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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(1）時価で貸借対照表に計上している金融商品

当事業年度（2022年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

　　株式 124,444 － － 124,444

デリバティブ取引     

　　通貨関連 － 8,094 － 8,094

資産計 124,444 8,094 － 132,539

 

(2）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

当事業年度（2022年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 598,761 － 598,761

リース債務 － 66,626 － 66,626

負債計 － 665,388 － 665,388

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、レベル

１の時価に分類しております。

 

デリバティブ取引

　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、レベル２の時価に分類しております。

　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理している

ため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

長期借入金、リース債務

　これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入又は、リース取引を行った場合に想定

される利率で割り引いた現在価値により算定しております。ただし、変動金利による長期借入金の一部

は、金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合

計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる割引率で割り引いた現在価値により算

定しており、レベル２の時価に分類しております。
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前事業年度（2021年３月31日）

 種類
貸借対照表計上額
（千円）

取得原価
（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの

株式 121,847 81,768 40,079

債券 － － －

その他 － － －

小計 121,847 81,768 40,079

貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの

株式 － － －

債券 － － －

その他 － － －

小計 － － －

合　　　計 121,847 81,768 40,079

 

当事業年度（2022年３月31日）

 種類
貸借対照表計上額
（千円）

取得原価
（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの

株式 124,444 81,768 42,676

債券 － － －

その他 － － －

小計 124,444 81,768 42,676

貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの

株式 － － －

債券 － － －

その他 － － －

小計 － － －

合　　　計 124,444 81,768 42,676

 

２．売却した投資有価証券

前事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

該当事項はありません。

 

当事業年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

該当事項はありません。

 

３．減損処理を行ったその他有価証券

前事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

当事業年度において、その他有価証券について40,293千円の減損処理を行っております。

 

当事業年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

当事業年度において、その他有価証券について4,706千円の減損処理を行っております。
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　通貨関連

　前事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

　該当事項はありません。

 

　当事業年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（千円）

契約額等のうち
１年超（千円）

時価
（千円）

評価損益
（千円）

市場取引以外の取
引

為替予約取引
買建
ユーロ

139,864 － 8,094 8,094

合計 139,864 － 8,094 8,094

 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　金利関連

　前事業年度（2021年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（千円）

契約額等のうち
１年超（千円）

時価
（千円）

金利スワップの特
例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動

長期借入金 150,000 50,000 (注)

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

　当事業年度（2022年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（千円）

契約額等のうち
１年超（千円）

時価
（千円）

金利スワップの特
例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動

長期借入金 150,000 150,000 (注)

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

（退職給付関係）

１．当社が採用している退職給付制度の概要

　確定拠出年金制度を採用しております。

 

２．確定拠出制度

　当社の確定拠出制度への要拠出額は、前事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）30,490千円、

当事業年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）30,507千円であります。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 

 
前事業年度

（2021年３月31日）
 

当事業年度

（2022年３月31日）

　繰延税金資産    

　　賞与引当金 37,553千円  37,754千円

　　棚卸資産 8,884  16,911

　　未払費用 35,926  37,391

　　未払事業税 7,590  14,101

　　長期未払金 1,500  1,224

　　土地 19,876  19,876

　　投資有価証券 28,127  29,568

　　株式給付引当金 9,116  12,405

　　その他 18,949  20,120

　繰延税金資産　小計 167,521  189,350

　評価性引当額 △58,221  △62,950

　繰延税金資産　合計 109,300  126,400

　繰延税金負債    

　　その他有価証券評価差額金 △9,795  △10,937

　繰延税金負債　合計 △9,795  △10,937

　繰延税金資産の純額 99,504  115,462

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 

 
前事業年度

（2021年３月31日）
 

当事業年度

（2022年３月31日）

　法定実効税率 　法定実効税率と税効果

会計適用後の法人税等の

負担率との間の差異が法

定実効税率の100分の５

以下であるため注記を省

略しております。

 30.6％

 

1.3％

1.4％

△0.8％

0.6％

0.0％

33.2％

　

　（調整）  

　　交際費等永久に損金に算入されない項目  

　　住民税均等割  

　　試験研究費控除  

　　評価性引当額の増減  

　　その他  

　税効果会計適用後の法人税等の負担率  

 

（資産除去債務関係）

　前事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

　当事業年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当事業年度（自　2021年４月１日 至　2022年３月31日）

（単位：千円）

 製 品 商 品 合 計

主要な財又はサービスのライン

生化学検査用試薬

免疫血清検査試薬

その他

 

2,213,037

1,545,771

214,742

 

90,225

549,465

1,484

 

2,303,262

2,095,236

216,226

顧客との契約から生じる収益 3,973,550 641,175 4,614,725

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　重要な会計方針に係る事項に関する注記「７．収益及び費用の計上基準　（1）生化学検査用試薬及び免疫

血清検査試薬の収益、（2）その他の収益」に記載のとおりであります。

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業年度

末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情

報

(1）顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高等

　当事業年度（自　2021年４月１日 至　2022年３月31日）

（単位：千円）

 期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 1,206,492 1,332,569

契約負債 15,121 11,470

　契約負債は主に、保守サービス契約に関して顧客から受領した対価のうち、期末時点において履行義務を充足

していない残高であります。

 

(2）残存履行義務に配分した取引価格

　当社では、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、残存履

行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に

含まれていない重要な金額はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前事業年度（自　2020年４月１日 至　2021年３月31日）

　当社は、臨床検査薬の製造及び販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
 

Ⅱ　当事業年度（自　2021年４月１日 至　2022年３月31日）

　当社は、臨床検査薬の製造及び販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前事業年度（自　2020年４月１日 至　2021年３月31日）

　１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）

 
生化学

検査分野

免疫

検査分野
その他 合計

　外部顧客への

売上高
2,136,595 1,896,742 224,521 4,257,859
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　２．地域ごとの情報

　　（１）売上高

　　　　本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 
　　（２）有形固定資産

　　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。
 

　３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

　顧客の氏名又は名称 売上高

　アルフレッサ株式会社 518,813

　東邦薬品株式会社 500,336

※当社は、臨床検査薬の製造及び販売事業の単一セグメントであるため、関連するセグメント名の

記載は省略しております。

 

当事業年度（自　2021年４月１日 至　2022年３月31日）

　１．製品及びサービスごとの情報

（単位：千円）

 
生化学

検査分野

免疫

検査分野
その他 合計

　外部顧客への

売上高
2,303,262 2,095,236 216,226 4,614,725

 

　２．地域ごとの情報

　　（１）売上高

　　　　本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 
　　（２）有形固定資産

　　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

　３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

　顧客の氏名又は名称 売上高

　東邦薬品株式会社 538,303

　アルフレッサ株式会社 518,061

※当社は、臨床検査薬の製造及び販売事業の単一セグメントであるため、関連するセグメント名の

記載は省略しております。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度（自　2020年４月１日 至　2021年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当事業年度（自　2021年４月１日 至　2022年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

関連当事者との取引

　財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

　　前事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）

種類
会社等の
名称

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
議決権等の
所有（被所
有）割合

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

 

その他の

関係会社

旭化成

ファーマ

(株)

東京都　

千代田区
3,000

医療用医薬

品、診断薬用

酵素、診断薬

の製造・販売

(被所有)

直接21.51%

製品の売上・

原材料の仕入

役員の兼任

臨床検査薬に係

る製品の売上
330,970 売掛金 137,201

 

 

　（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

上記会社からの売上及び仕入については、市場価格を参考に決定しております。

 

　　当事業年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）

種類
会社等の
名称

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
議決権等の
所有（被所
有）割合

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

 

その他の

関係会社

旭化成

ファーマ

(株)

東京都　

千代田区
3,000

医療用医薬

品、診断薬用

酵素、診断薬

の製造・販売

(被所有)

直接21.14%

製品の売上・

原材料の仕入

臨床検査薬に係

る製品の売上
431,437 売掛金 200,972

 

 

業務受託料 6,379 － －  

　（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

上記会社からの売上及び仕入については、市場価格を参考に決定しております。

業務受託料については、人件費等のコストを勘案し、両社の協議により合理的に決定しております。
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（１株当たり情報）

 
前事業年度

(自　2020年４月１日
至　2021年３月31日)

当事業年度
(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

１株当たり純資産額 1,138円21銭 1,245円93銭

１株当たり当期純利益金額 100円63銭 126円39銭

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり当期純利益金額

の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており、また、１株当たり純資産額の算

定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めております。

また、１株当たり当期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前事業年度275,500

株、当事業年度275,500株であり、１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、

前事業年度275,500株、当事業年度275,500株であります。

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　2020年４月１日
至　2021年３月31日)

当事業年度
(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

当期純利益（千円） 417,405 512,334

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 417,405 512,334

普通株式の期中平均株式数（株） 4,147,858 4,053,704
 
 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

　財務諸表等規則第121条第１項第１号に定める有価証券明細表については、同条第３項により、記載を省略し

ております。

 

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高
（千円）

有形固定資産        

建物 1,958,932 18,609 15,840 1,961,700 1,385,181 38,005 576,519

構築物 94,109 － － 94,109 80,913 2,020 13,195

機械及び装置 305,954 83,036 2,860 386,130 299,991 35,052 86,139

工具、器具及び備品 341,199 25,578 35,230 331,547 294,709 14,449 36,838

土地 1,786,539 － － 1,786,539 － － 1,786,539

リース資産 105,138 3,432 17,551 91,018 55,367 20,188 35,651

建設仮勘定 7,205 151,786 158,991 － － － －

有形固定資産計 4,599,077 282,443 230,474 4,651,045 2,116,163 109,715 2,534,882

無形固定資産        

ソフトウエア 419,118 － － 419,118 390,745 28,373 28,372

電話加入権 4,613 － － 4,613 － － 4,613

リース資産 60,300 － － 60,300 36,180 12,060 24,120

無形固定資産計 484,031 － － 484,031 426,925 40,433 57,106

（注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

　　　　　　建物　　　　　　　　　　－　本社エレベーター工事　　　　　　　　　　　　　13,100千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　－　配送センター空調設備　　　　　　　　　　　　　 5,509千円

　　　　　　機械及び装置　　　　　　－　製造用機器　　　　　　　　　　　　　　　　　　83,036千円

　　　　　　工具、器具及び備品　　　－　分析用機器　　　　　　　　　　　　　　　　　　24,006千円

　　　　　　リース資産　　　　　　　－　ノートＰＣ　　　　　　　　　　　　　　　　　　 3,432千円

２．当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。（取得価額ベース）

　　　　　　建物　　　　　　　　　　－　本社エレベーター工事　　　　　　　　　　　　　15,840千円

　　　　　　機械及び装置　　　　　　－　製造用機器　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2,860千円

　　　　　　工具、器具及び備品　　　－　分析用機器　　　　　　　　　　　　　　　　　　34,652千円

　　　　　　リース資産　　　　　　　－　分析用機器　　　　　　　　　　　　　　　　　　 9,774千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　－　ネットワーク装置　　　　　　　　　　　　　　　 4,681千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　－　給与システムサーバー　　　　　　　　　　　　　 3,096千円

３．建設仮勘定の増加額は本勘定に振り替えられているため、その主な内容の記載は省略しております。

 

【社債明細表】

　該当事項はありません。
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【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 300,000 280,000 0.68 －

１年以内に返済予定の長期借入金 300,000 100,000 0.91 －

１年以内に返済予定のリース債務 37,430 32,170 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 300,000 500,000 0.91
2023年７月～

2024年11月

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 64,689 35,436 －
2023年４月～

2026年６月

預り保証金 8,490 8,490 0.002 －

合計 1,010,610 956,096 － －

　（注）１．平均利率は、期中借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以

下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 200,000 300,000 － －

リース債務 25,821 6,505 2,936 171

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

賞与引当金 122,644 123,300 122,644 － 123,300

株式給付引当金 6,482 2,336 － － 8,818

役員株式給付引当金 23,291 8,404 － － 31,695

 

【資産除去債務明細表】

　当事業年度期首及び当事業年度末における資産除去債務の金額が、当事業年度期首及び当事業年度末における

負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第125条の２の規定により記載を省略して

おります。

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 469

預金の種類  

当座預金 1,002,930

定期預金 560,000

通知預金 1,080,000

外貨建預金 21,203

その他預金 12,183

小計 2,676,317

合計 2,676,787
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ロ．受取手形

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

アルフレッサ株式会社 73,945

正晃株式会社 51,947

アズサイエンス株式会社 39,270

株式会社スズケン 37,901

宝来メディック株式会社 13,704

その他 119,367

合計 336,138

 

期日別内訳

期日 金額（千円）

2022年４月満期 132,342

５月満期 155,532

６月満期 35,289

７月満期 12,974

合計 336,138

 

ハ．売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

旭化成ファーマ株式会社 200,972

東邦薬品株式会社 151,435

シスメックス株式会社 121,000

株式会社エスアールエル 96,851

株式会社メディセオ 63,140

その他 363,030

合計 996,430

 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)

 
(C)

× 100
(A) ＋ (B)

　

 
 (A) ＋ (D) 

 ２  

 (B)  

 365  
　

896,336 5,250,474 5,150,380 996,430 83.8 65.8

（注）上記金額には消費税等が含まれております。
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ニ．商品及び製品

区分 金額（千円）

生化学検査分野 187,660

免疫検査分野 80,901

その他 62,221

合計 330,783

 

ホ．仕掛品

区分 金額（千円）

生化学検査分野 49,040

免疫検査分野 20,528

合計 69,568

 

ヘ．原材料及び貯蔵品

区分 金額（千円）

原材料  

酵素及び抗血清原料 47,071

一般原料（注）１ 84,559

材料（注）２ 28,872

小口材料（注）３ 4,982

小計 165,486

貯蔵品  

パンフレット類 1,824

事務用品・消耗備品類 79,936

小計 81,760

合計 247,247

（注）１．化学品原料

２．箱、容器等

３．ラベル、添付文書等
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②　流動負債

イ．支払手形

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

寿特殊硝子株式会社 14,774

三信電気株式会社 6,044

有光株式会社 4,979

純正化学株式会社 2,821

中山商事株式会社 2,039

その他 4,362

合計 35,021

 
期日別内訳

期日 金額（千円）

2022年４月満期 13,017

５月満期 13,264

６月満期 8,739

合計 35,021

 
ロ．買掛金

相手先 金額（千円）

日本化薬株式会社 189,031

旭化成ファーマ株式会社 40,314

DIAGNOSTIC GRIFOLS,S.A. 40,105

オリエンタル酵母工業株式会社 33,846

株式会社ニチレイバイオサイエンス 27,313

その他 170,479

合計 501,091

 
ハ．未払金

相手先 金額（千円）

アルフレッサ株式会社 30,984

東邦薬品株式会社 25,861

株式会社メディセオ 23,317

株式会社スズケン 21,385

アズサイエンス株式会社 13,625

その他 239,216

合計 354,391

 

（３）【その他】

当事業年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高（千円） 1,170,616 2,330,007 3,468,003 4,614,725

税引前四半期（当期）純利益金額（千円） 280,957 442,770 670,182 767,124

四半期（当期）純利益金額（千円） 193,207 301,199 457,791 512,334

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 47.20 73.58 112.65 126.39

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額（円） 47.20 26.38 38.97 13.63
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座）

東京都中央区丸の内一丁目３番３号

みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都中央区丸の内一丁目３番３号

みずほ信託銀行株式会社

取次所 みずほ証券株式会社本店及び全国各支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし事故その他やむを得ない事由

により電子公告をすることが出来ないときは、日本経済新聞に掲載する。当

社の公告掲載URLは次のとおり。

http://www.kainos.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

１　有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　事業年度（第46期）（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）2021年６月18日関東財務局長に提出。

２　内部統制報告書及びその添付書類

　2021年６月18日関東財務局長に提出。

３　四半期報告書及び確認書

　第47期第１四半期（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）2021年８月３日関東財務局長に提出。

　第47期第２四半期（自　2021年７月１日　至　2021年９月30日）2021年11月２日関東財務局長に提出。

　第47期第３四半期（自　2021年10月１日　至　2021年12月31日）2022年２月１日関東財務局長に提出。

 

４　臨時報告書

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の規定に基

づく臨時報告書

　2021年６月18日関東財務局長に提出。

 

５　自己株券買付状況報告書

報告期間（自　2021年11月１日　至　2021年11月30日）2021年12月１日関東財務局長に提出。

 

６　有価証券届出書及びその添付書類(第三者割当)

2022年２月25日関東財務局長に提出。

 

EDINET提出書類

株式会社カイノス(E00977)

有価証券報告書

61/66



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

 ２０２２年６月１７日

株式会社カイノス  

 

 取締役会　御中   

 

 EY新日本有限責任監査法人  

 東京事務所  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 春日　淳志

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 酒井　睦史

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社カイノスの２０２１年４月１日から２０２２年３月３１日までの第４７期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び

附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

カイノスの２０２２年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要であると

判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対

応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

棚卸資産（検査装置等）の評価

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　株式会社カイノスは、臨床検査試薬の製造及び販売に加

え、検査装置等の販売を行っている。注記事項（重要な会

計上の見積り）に記載のとおり、会社は、「商品及び製

品」の貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの

方法により算定しており、期末における正味売却価額が取

得原価よりも下落している場合には、当該正味売却価額を

もって貸借対照表価額としている。検査装置等について

は、当事業年度における貸借対照表の「商品及び製品」に

５６，０９１千円を計上しており、損益計算書の「売上原

価」に、通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低

下による簿価切下額４１，８２３千円を計上している。

　検査装置等は、販売頻度が少なく、期末前後の販売実績

に基づく価額を把握することが困難な場合や、販売価額の

変動が大きい場合があるため、正味売却価額は期末付近の

合理的な期間の平均的な売価を基礎として算定しており、

一定の仮定を設定している。このため、検査装置等の期末

における正味売却価額の見積りには不確実性を伴い経営者

による判断を必要とする。

　以上から、当監査法人は、「商品及び製品」に含まれる

検査装置等の評価が、当事業年度において特に重要であ

り、「監査上の主要な検討事項」に該当すると判断した。

　当監査法人は、「商品及び製品」に含まれる検査装置等

の評価を検討するに当たり、主として以下の監査手続を実

施した。

・正味売却価額の見積りを評価するために、期末付近の合

理的な期間の平均的な売価を基礎として算定された価額に

ついて、その基礎となる根拠資料との照合を実施した。ま

た、当該価額について、過去複数年における製品毎の販売

頻度及び販売価額の推移の状況を把握して、分析を行っ

た。

・検査装置等の販売状況や販売方針に関する意思決定など

を把握するために、取締役会等各種会議体の議事録の閲覧

及び経営者への質問を実施した。

・経営者の正味売却価額の見積りプロセスの有効性を評価

するために、過年度における正味売却価額の見積りとその

後の販売価額の実績とを比較した。

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の情報である。経営者

の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報

告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財

務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要

な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評

価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

EDINET提出書類

株式会社カイノス(E00977)

有価証券報告書

64/66



財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし

ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を

立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実

施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び

関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象

を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項

を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されて

いる場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜内部統制監査＞

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社カイノスの2022年

３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　当監査法人は、株式会社カイノスが２０２２年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を

入手したと判断している。

 

内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

内部統制監査における監査人の責任
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　監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適

用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部

統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識

別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項につ

いて報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 

（※）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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